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広島大学高等教育研究開発センター  　編

高等教育研究の未来を考える
～RIHEへの期待と今後のあり方～
－第40回（2012年度）研究員集会の記録－
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今後の高等教育研究と OBからの RIHEへの期待 

 

有本 章  

（くらしき作陽大学） 

 

 

ご紹介にあずかりました有本でございます，よろしくお願いします。本日は RIHE の 40 周

年ということで非常におめでたく，心から祝福します。先ほどの合田先生のお話ではありませ

んが，私が大学に愛情を持っているかと言いますと，大学入学の 1960年から今年の 2012年ま

での 52 年間大学にずっと関係させていただいておりますから，愛情を持たざるを得ない構造

になっております。国立が 46 年，私立が 6 年で，両方から見ておりますと国立のほうが恵ま

れ私立のほうが非常に厳しく，603 の私立大学の中にはかなり厳しい大学があるという実感か

らしますと，目線をどこに置くかで高等教育や高等教育研究も違ってくるとの複雑な気持ちに

なります。 

今日のテーマは与えられたテーマでして，私が選択をしたのではありません，ということで

お話をさせていただきます。私がセンター長の時にいろいろありました。先ほども統計数字が

出ておりましたけれども，センター等が急増した時期がありました時に当センターが生き残る

方法としては，他のセンター等にないオンリー・ワン的なテーマをやるべきだとの危機感を持

ったことがございます。その点，今日のテーマは 40 周年ですし，他大学に比べてオンリー・

ワン的な意味を持ちますし，その間に積み重ねてきた独自性があると思います。 

それからこういった OB にチャンスを賜り有難うございます。老眼が進行している世代にも

関わりを持たせたいとの思いやりで呼んでいただいたのではないかなと思います。金子先生も

実はOBなのですけれども，OBも老年，荘年，中年と，いろいろな世代がございます。 

それでは，与えられたテーマをいかに読むかをちょっと考えましたので，そのことから始め

させていただきます。 

 

与えられたテーマの意味は何か 

 

（１）研究員集会全体のテーマ「高等教育研究の未来を考える～RIHE への期待と今後のあり

方」には，次のような問が生じます。①高等教育研究の現在よりも未来へ焦点を置いているか。

その場合，未来に焦点を置くには，現在までの過去の研究を踏まえることを示唆しているか。

②RIHE の今後のあり方へ期待することに焦点を置いているか。その場合，未来へ焦点を合わ

せることは，現在までの活動を踏まえることを示唆しているか。 

私へ与えられたテーマ「今後の高等教育研究とOBからの RIHEへの期待」については次の
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ような問が生じます。①高等教育研究の現在よりも未来へ焦点を置いているか。その場合，未

来へ焦点を置くことは，現在までの総括の必要性を示唆しているか。②OB から RIHE の高等

教育研究の未来へ期待することに焦点を置いているか。その場合，未来へ焦点を置くことは，

現在までの研究を総括することを示唆しているか。③OBとは何を期待されるのであろうか。 

 

（２）今後の高等教育研究とOBからのRIHEへの期待 

「今後の高等教育研究とは何か」には，１．過去から現在までの高等教育研究，２．今後の

高等教育研究，が考えられ，さらに高等教育研究には，いくつかの分析視点が存在すると思わ

れます。例えば，次の 6点が考えられます。 

１．高等教育研究とは何か（「高等教育」とは何か？）：高等教育研究という場合に，そもそも

「高等教育」とは何かという疑問が生じる。少なくとも大学と高等教育とは同じなのか，異

なるのか？ 

２．高等教育研究の歴史（制度化と展開）：高等教育研究は何時制度化されて，発展の緒につき，

どのように展開されてきたのか？高等教育に大学を含むならば，大学の歴史とともに高等教

育研究の歴史は開始されたのか？ 

３．高等教育研究の方法（種々の方法論：社会学，歴史学，比較学など）：研究には方法がある

はずであるが，社会学，歴史学，比較学などどのような方法があるのか？ 

４．高等教育研究の対象領域（「高等教育」と大学，中等後教育，第 3の教育（１の（１）参照）

との違い。）：高等教育の何を研究するのか，大学，中等後教育，第 3の教育を対象にするの

か，さらに対象領域にはどのようなものがあるのか？ 

５．高等教育の理念，構造，条件，機能：高等教育の内容にアプローチすると，その理念，構

造，条件，機能などは，どのような状態になっているのか？また，それらをどのように研究

するのか？ 

６．高等教育の領域：５と関係するが，高等教育研究には，高等教育の領域を設定して，個々

の領域を研究するのであるから，高等教育の領域とは何かが問われる。例えばそれは，理念，

制度，政策，財政，経営，内容，方法，などである。さらには，教員，学生，職員，FD，

SD，などである。最近の大学教育改革に焦点を合わせると，教授－学修を基軸にさまざまな

領域が識別できるに違いない。例えば次のものである。シラバス，オフィスアワー，GPA，

CAP，厳格な成績評価，ルーブリック，アクティブラーニング［授業内でのチームワーク，

ディスカッション，ディベートなど。教室外でのインターン，サービスラーニング，スタデ

ィアブロードなど］，ラーニング・ポートフォリオ，ティーチング・ポートフォリオ，モニタ

ー制，単位制，自己点検評価，認証評価，など。 

こうして，高等教育研究の領域は次第に分化し，タコツボ化し，専門化しつつあることが分

かりますし，他方，それを統合してトータルに総合していく側面の両方が現在生じているので

はないかと考えられます。 
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１． 高等教育研究の制度化 

 

（１）高等教育の内容－高等教育と大学 

先に指摘したことを踏まえて高等教育研究を云々する場合，高等教育と大学の関係が問われ

ることになりますが，通常，三つの分類が可能です。すなわち，第 1 段階の教育＝primary 

education，第 2段階の教育＝secondary education，第 3段階の教育＝tertiary education，で

す。最後の第 3段階の教育は，次のような内容を備えています。すなわち，この段階は一般に

は中等教育修了者を対象とした教育段階（英国では further education，米国では higher 

education）を指しており，内容的には長期＝大学，大学院，短期＝短期大学，専門学校，など

に区別されるし，さらにこの段階は広義には中等後教育 post-secondary educationを指すとみ

なされます。 

こうした分類に照らしてみると，第 1段階，第 2段階の教育に対して，第 3段階の教育の中

で高等教育 higher education（通常，学部，大学院を含む）は，大学と密接に関係することが

分かります。大学とほぼ同等の概念である高等教育は，厳密には大学を包括する概念であって，

先行した大学概念を含めた高等教育の概念が登場しました。換言すれば，大学は最も伝統ある

高等教育であり，高等教育を大学中心に考える場合には高等教育研究史とは大学研究史となる

ことが理解できるでしょう。 

 大学に焦点を合わせると，大学の発展は主として第 1の波，第 2の波，第 3の波の 3つの段

階に区分できます。 

第 1の波の時代は農業社会あるいは農耕社会の段階に発展した大学であり，通常は中世大学 

（教育+学習）を意味し，そこでの機能は教員の教育と学生の学習が中心を占めました。 

第 2の波の時代は産業社会あるいは工業社会の段階に発展した大学であり，19世紀以後に登

場した近代大学（研究+教育+学習+サービス）に該当し，そこでの機能は研究が制度化されて

教育との両立や競合の時代を迎えるが，学生の学習は依然として中心を占めるのに加え，教員

のサービスや管理運営の機能も登場します。 

最後に第 3の波の時代は 20世紀後半からの知識社会の段階に発展する大学に該当するので，

現在から未来にかけて明確になる未来大学（研究+教育+学修+サービス）を意味し，そこでの

機能は研究，教育，サービスなどと共に，大学がユニバーサル化時代に入ることから，学生の

学習 learningが一段と強調され，学修 studyとして見直され，改鋳される時代へと突入すると

言えでしょう。従来の教育の時代に主役であった教員から，学生へと比重が移行する時代へ向

かうとみなされます。 

なお（注）において指摘しているように（参照：大学Universitas 大学（組合：源流はヨー

ロッパ），高等教育Higher education（源流は米国），学部 Faculty（源流はヨーロッパ），大学

院 Graduate school（源流は米国），中世大学から発展の著についた大学は学問の同業者組合

Universitas から出発したし，学部 Faculty の概念とともに，そもそもの源流はヨーロッパに
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図表１ 高等教育研究の歴史 

あります。中世大学以来発展した学部に対して，近代大学を制度化する過程において，学部の

上に大学院を発明したのは，米国であることも歴史的には興味深い。大学の源流がヨーロッパ

にあるのに対して，高等教育の源流は米国にあり，大学のみならず短期大学などを含めた高等

教育という概念が導入されたことが分かります。 

 

（２）高等教育研究の歴史 

大学の歴史を 12 世紀に誕生した中世大学から今日の近代大学まで辿ると，その間に約 800

年の年輪を刻んでいることが分かります。クラーク・カーが指摘したように，世界広しといえ

ども，これだけの歴史を持つ制度はざらには存在しないのですから，大学制度の伝統と重みは

注目に値します。 

図表１に示したように，「山が

あるから山に登る」という謂いか

らすれば，「大学があるから大学

を研究する」と言えるのでしょう 

が，大学の歴史が長いにもかかわ

らず，大学研究が登場するのは

19 世紀後半に至ってからに過ぎ

ません。大学教員は森羅万象を研 

究しながらも，大学研究はタブー 

の時代が長く続き，自分自身や自 

分の大学を研究しない風土が醸成されてきました。私が大学問題調査室の助手をしていた頃は，

高等教育研究をやる人はほとんどなく，変人がやるとみられていました。現在は学会員も増え，

それで飯を食うブームの時代になった観があります。初期の研究は，ラシュドール，ウェーバ

ー，パウルゼン，ヤスパース，オルテガ，ヴェブレン，ハスキンズ，皇至道，島田雄二郎，な

どです。次に紹介しているように，日本では「大学の起源」などの翻訳によって概して 1960

年代から端緒が切られた経緯があります。 

 Rashdall，The Universities of Europe in the Middle Ages，1895（横尾壮英訳『大学の起

源』上・中・下，東洋館，1967 年）/ F. Paulsen，Die deutsche Universitäten und das 

Universitätsstudium，1902  /  M. Weber，Wissenshaft als Beruf，1919（尾高邦雄訳『職

業としての学問』1936，岩波書店）/  T. Veblen，The Higher Learning in America，1918. / 

C.Haskins， The Rise of Universities，1923.（青木･三浦訳『大学の起源』法律文化社，1970

年）/  J. Ortega y Gasset，Mision de la Universidad，1930（井上正訳『大学の使命』玉川

大学出版部 1996年，再刊） /  S.d’Irsay，Histoire des universités française et étrangères 

de origines a nos jours. 1933.（池端訳『大学史』ⅠⅡ，東洋館，1988年）/  K.Jaspers，Die 

Idee der Universitat， 1946.（森昭訳『大学の理念』理想社，1995年） 
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（３）高等教育研究者－世界と日本 

図表２では，世界と日本の高等教育研究者を列挙しております。これは管見による学者の概

略であり，恐らく偏見と予断でもって主たる研究者を掲載しており重要な人々が抜けているか

もしれません。概して私と同世代以上に照準しているため，若手が割愛されています。日本の

下線を引いた研究者は概ね教育社会学者です。ちなみに，私は恩師の新堀通也先生から教育社

会学と高等教育論の手ほどきを受けました。 

また，バートン・クラークの主宰 

するYale Higher Education Working 

Group（YHEWG）に 1976-78年に客

員研究員として滞在した筆者にとっ

て彼は「意味ある他者」の重要な役割

を占めてきました。その主著を掲載し

てみると次のようになります。 

Adult Education in Transition

（1956），The Open door College

（ 1960 ）， Educating the Expert 

Society（ 1962）， The Distinctive 

College（1970），Academic Power in 

Italy（1977），The Higher Education System（1983），「高等教育システム」，The Academic 

Life（1987），Places for Inquiry（1995），「大学院教育の国際比較」，Creating Entrepreneurial 

Universities（1998），Sustaining Change in Universities（2004），On Higher Education: 

Selected Writings 1956-2006（2008）  

クラーク教授は，筆者が大学に入学した 1960 年頃から最近まで半世紀以上に亘って，高等

教育研究を牽引した研究者であり，高等教育研究の制度化が軌道にのる過去半世紀を通じて世

界的なリーダーの役割を担った学者の一人であったとみなされる。彼が 1970 年代に主宰した

YHERG は世界の高等教育研究のメッカを形成していましたし，ロジャー・ガイガー，ダニエ

ル・レヴィーなどの優秀な若手がポスドクとして滞在していました。そこでの雰囲気の一端は，

『大学人の社会学』（1981 年）に書いたとおりです。天野郁夫先生は前年に客員研究員として

滞在されていたので，すれ違いになったのでありますが，私は 1976~78年に客員研究員として

滞在し，1977年の著書 Academic Power in Italyは，ちょうど出版されたばかりでした。扉に

サインをした新刊を頂戴しました。帰国して，1983 と 1995 年の著作を「高等教育システム」

と「大学院教育の国際比較」として翻訳する機会に浴しました。何れの書も，知識論を基軸に

して「学問の府」との関係において大学に注目した高等教育研究であるところに特徴が見出さ

れます。 

図表２ 高等教育研究者－世界と日本 
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（４）高等教育研究の制度化 

１）日本における高等教育研究の制度化をみると，1969年の大学問題調査室からスタートし

ています。その時代の雰囲気を多少お伝えしておきたいと思います。私は学内公募によって近

藤春生氏と共に助手に採用されました。当時の学長の飯島宗一先生と大学改革委員会の横尾壮

英先生が中心になって，調査室の設置が導かれました。全国的な「大学紛争」の最中で，広島

大学ではこれらの人々を中心に大学研究の必要性が意識されました。「大学紛争は薄皮饅頭であ

る，その心は餡ばかり」と言われた中で，全国で唯一の大学研究装置が誕生したのは，ある意

味では奇跡であったのではないでしょうか。なぜ広島大学であったのか。その詮索はともあれ，

その時歴史が動き，そこに立ち会ったのは幸運でした。 

ちなみに，飯島先生は大学改革に熱心な学長で，英国の新大学を視察されるのに際して『イ

ギリスの新大学』（新堀通也編，東京大学出版会，1969 年）を共訳した縁があって，一介の助

手が約 1 時間ご進講する機会がありました。調査室を土台に 1972 年にセンターが設置されま

した。この延長上では，少し飛びますが，1996年に協議会（国立の全国大学教育研究所等協議

会），2009年に協議会（私立の全国高等教育研究所等協議会）が設置されました。 

２）専門分野を代表して私の専攻領域である教育社会学に照準して，教育社会学の制度化を

事例に学会を見ると，教育学と社会学を母体に制度化されて，「学の学」や「研究の研究」が誕

生し，「高等教育の社会学」を中心に高等教育研究が誕生しました。約 40 年前の 1970 年には

文献解題が登場したので，学会の中では異例に早いと言えます。天野郁夫先生と新井郁男先生

の若き日の業績でありますが，これは教育社会学の領域に，高等教育研究者が集まっていた証

拠であると言えるでしょう。 

３）高等教育学会に目を転じると，1960年代に大学史研究会が制度化されました。横尾，中

山，寺﨑の各先生達が発起人で，広島で研究会が開催されたとき「東方から 3博士が来られた」

と私が言った覚えが彷彿と蘇ります。この研究会は，その後いまだに学会と称していないが，

高等教育学会では老舗であることに異論はないでしょう。1997年に日本高等教育学会が誕生し

ました。私はそれに先立ち 5 年前の 1992 年に設置を提案したのですが，その当時は天野先生

が教育社会学会を割る恐れがあるとして反対されました。5年後に，これ以上延ばすと，天野，

喜多村先生が雲の上の人になられて，若手のみでは設置できないことから機会を逸するので再

度提案して実現する運びになりました。天野，喜多村先生を中心に 10 人ばかりで発起人を結

成してスタートしましたが，大半の 7人ばかりはRIHEの関係者でありました。天野先生が会

長，私が事務局長を担当し，東大で夏の暑い日に会員 140人が参集して旗揚げをし，翌年の第

1 回大会は RIHE で開催しました。同じ年に，大学教育学会が一般教育学会を改組，さらに管

理行政学会が誕生しました。その意味で，RIHE設置から 25年経た，1997年は学会設置ラッ

シュという画期的な年であったといえましょう。この 25年間は高等教育学会がなかったので，

研究員集会はその役割を果たしました。 

 ４）世界における高等教育研究の制度化は，学会ではアメリカ高等教育学会（ASHE），ヨー
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（出典：金子元久，比較教育学辞典，2012，160頁） 

図表３ 高等教育研究の対象と方法 

ロッパ高等教育学会（CHER）などが誕生し，それと呼応してCOE，諸機関が発展し，機関間

のネットワーク化が進行しました。個人的には，本年は ASHE や CHERに参加しましたが，

世界的には種々の学会が制度化されて活動を続けて今日に至っています。 

  

（５）文献解題の登場 

上で，1970年における教育社会学会における文献解題の登場を指摘しました。それ以後，さ

まざまな形で文献解題や文献レビューが行われて今日に至りました。教育社会学会，RIHE，

日本高等教育学会などが中心に発展しました。 

「高等教育に関する文献解題」－天野 

・新井，1970 /「教育社会学の歴史 

と研究領域」－新堀，1982 /「高等 

教育研究の動向」－有本・金子・伊藤， 

1989 /『大学論集』（広島大学高等教 

育研究開発センター），1992 /「高等 

教育－その社会学的研究」－有本， 

1992 /「研究の研究における回顧と 

展望」－有本，1992「高等教育に 

関する研究－世界的視点」 

Altbach，P.G，1996 / 『大学論集』 

（広島大学高等教育研究開発センター）， 

1996 /『高等教育研究』（日本高等教育学会），1998「日本の高等教育研究－回顧と展望」－天

野，1998 /「高等教育研究の現在・過去・未来」－喜多村，1998 /『教育社会学研究』（日本教

育社会学会），2000 /『大学論集』（特集：高等教育研究の回顧と展望），2006 

 

（６）高等教育研究の対象と方法 

高等教育研究の対象と方法は，発展を遂げてきました。最近の比較教育事典（2012年刊）に

掲載された金子先生の分類を紹介すると，制度と組織，社会的機能，内容・過程，の 3層を配

置して，制度と組織では，制度，政策，高等教育システム，組織・経営，社会的機能では，教

育機会の需給，人材養成，公正，内容・過程では，教育理念，教育プラクティス，学生，など

を配置していることが分かります。 

 

（７）高等教育研究の領域 

これに対して，教育社会学会においては，『教育社会学』誌を参考にすると，①総論（大学論，

学問論を含む），②制度／政策／行財政／計画，③経営／組織／教員／FD，SD，④カリキュラ

ム／教授法／評価／指導，⑤入試／選抜，⑥学生文化／学生生活，⑦中等後教育（専修学校・
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図表４ 高等教育研究の方法論 

図表５ 国際比較－縦軸と横軸のクロス 

各種学校を含む），⑧大学院／学術研究など 8つの領域分類が行われています。時代とともに領

域は拡大し，細分化，包括化，再編化の動きを強めるはずです。 

 

２． 高等教育研究の方法論と研究事例 

 

（１）高等教育研究の方法論 

図表４によれば，研究方法としては，

哲学的方法，歴史学的方法，比較学的

方法，社会学的方法を上げて説明し，

具体的には，研究の視点，特徴，研究

者を列挙して説明しています。研究者

は，外国では著名な研究者を列挙して

おり，国内でも私以外は著名な人々を

列挙しています。年齢的に先述の通り

同世代以上に照準している関係で若

手の方々を割愛しています。 

 

（２）国際比較－縦軸と横軸のクロス 

私は RIHEにおいて，比較高等教育 

論の講座を担当しましたが，それは 

1986 年に大学院が設立された時点で

設置された最も伝統のある講座であ

り，喜多村，有本，福留と継承されて

きました。その講座は国際比較研究が

講座の使命であり，端的には現在を中

心に据えて，過去，現在，未来の軸と

外国と日本の軸をクロスさせて国際

比較研究を行います。 

国際比較を縦軸と横軸からクロス

させて行いますが，縦軸は大学の歴史

的発展を見る視点であり，社会の変化と大学の変化を考察します。先進モデルが農業社会，工

業社会，知識社会の発展に応じて，中世大学，近代大学，未来大学と発展する中で，先進国か

ら高等教育を輸入した日本では，果たして日本モデルを形成できるかが問題意識とならざるを

得ません。他方，横軸からは，大学の現在へ照準し，外国の大学と日本の大学を比較し，類似

点や相違点を解明します。類似点は先進国モデルとの共通性を問題とするのですから，必然的
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社会類型 農耕社会 産業社会 知識社会

大学類型 中世大学 近代大学 未来大学

性質 同質性 分化・葛藤 多様性

範囲 ユニバーサル ナショナル グローバル

中心機能 教育 研究 学習(学修）

アクセス 特権 権利 義務

組織 単層 重層 超重層

知識 知識伝達 知識発見 知識理解

方法 黒板チョーク パソコン ＩＴ

主役 教師 教師 学生

授業形態 講義 ゼミナール 個人教授

図表６ 大学の構造転換－比較 

に模倣と創造の関係が問われざるを得ません。相違点は固有の歴史，伝統，風土，制度を問題

としますから，例えばエリート，マス，ユニバーサルへの対応によって，日本的アイデンティ

ティの模索が問われます。こうした比較研究における問題意識は，過去に学び未来を洞察する

ことからはじまり，大学には未来があるか，といった点などに展開されることになります。 

 

事例１ 縦軸からのアプローチ 

事例１として，縦軸を見ると，中世大学，近代大学，未来大学には特徴が見出されるでしょ

う。中世大学は，学問の組合として誕生し，パリ大学に代表される教師の大学，ボローニヤ大

学に代表される学生の大学，さらに学寮制，などの特徴がみられます。近代大学は，教育中心

の中世大学に対して，研究の制度化が行われた結果，教育と研究の統合が課題となったし，都

市の大学に対して，近代国家が大学を設置することになったため国家の大学，などの特徴がみ

られます。未来の大学は，スクーリングを中心とした従来の大学に対して，インターネットを

使用したバーチャル大学が発展し，従来型の大学の崩壊と再生，などの特徴がみられます。 

 

（３）中世大学の社会的条件 

中世大学は，経済発展，社会発展，知的発展，教会学校などの社会変化の影響を受けて，先

行制度の教会や修道院からさまざまな制度を借用して形成されました。教会からは国際的政策，

超国家的性格，ヒエラルヒーなどを借用し，文書局長は総長，教区司祭は学長，司祭長は学部

長をそれぞれ借用した。儀式では，主教会議は評議会に借用されたのに加えガウンの着用が借

用されました。他方，修道院からは，自治社会，象牙の塔，学寮制など，ギルドからは，相互

自助の集合体の概念を借用しました。これに対して，大学独自の発明もかなり行われており，

講義方式，学部制度，学部自治，学問の自由，カリキュラム，試験制度，学位授与権，ガウン

とタウンの闘い，親の肩代わり In loco parentis，などであります。 

 

（４）大学の構造転換－比較 

近代大学の誕生においても，社会構

造の変化をはじめさまざまな要因が

作用したのであり，中世大学が発展し

た後に大学は社会的には役に立たな

い制度に衰退し終焉を迎え，近代大学

において復活しました。その背景には，

中世以後の社会構造の変化，産業革命，

社会組織や生活様式の変化，都市化，

世俗化，合理的精神の台頭，科学革命，

各種の発明発見などの影響があります。科学革命の時期には大学の外で発明発見が行われたの
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に対して大学の方は無力化し終焉を迎えるに至ったのですが，大学外での社会変化は大学へ衝

撃を与え，近代大学の登場を喚起し，新たに研究の制度化をもたらしました。 

図表４は，社会類型による大学の構造転換を比較したものであり，中世大学，近代大学，未

来大学によって，性質，範囲，中心機能，アクセス，組織，知識，方法，主役，授業形態など

が変化することを示しています。例えば，大学の中心機能は，教育，研究，学修と変化したし，

主役は教師，教師，学生と変化しました。 

 

事例２ 横軸からのアプローチ：日米比較 

事例２は横軸からのアプローチの事例として，アメリカと日本を比較したものです。主な特

徴を列挙すると，大学数は 4,000校と 1,200校，学生数は 1,600万人と 300万人，大学のセク

ターは州立，私立と国立，公立，私立，私立の割合は 2割と 7割，といった相違がみられます。

大学モデルは欧州からの移植と欧米からの移植，卒業が重要な出口社会型と入学が重要な入口

社会型，GPAによるチェック卒業とトコロテン式卒業，教養教育重視と軽視，プレジデント型

の学長とレクター型の学長，学部と大学院の重層型と学部の単層型，非伝統型大学と伝統型大

学，などであります。 

 

 

図表７は，日米比較を別の角度から行ったものです。規模は，大規模と小規模，中世モデル

は教養教育の継承と輸入，近代大学モデルは大学院の発明と輸入，高等教育公費はGDP比 1%

と 0.5%，社会移動は競争移動と庇護移動，雇用は契約制・任期制・up or outと終身雇用，昇

進は競争・テニュアと年功序列，ネポティズムは自校閥抑制と自校閥，留学生は頭脳流入と頭

脳流出，といった相違がみられます。 

さらに，システムは地方分権型と中央集権型，セクションは学科制と講座制，ティアは多層

構造と単層構造，セクターは公立＞私立と私立＞国立・公立，ヒエラルヒーは連峰型と尖塔型，

COE＝学問中心地は中心地と周縁地，移動性は高度と低度，定年制度は廃止（1993 年）と持

続，研究と教育の関係はアングロサクソン型とドイツ型，単位制（特に CAP 制）は 1 日 8.2

図表７ 日米比較 
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図表８ フンボルト理念の現状と方向 

 

 

時間学修と 4.6 時間学修（2012 年の中教審答申），評価システムはアクレディテーション型と

チャーターリング型，FDの制度化は広義型と協議型，といった相違が見られます。 

図表８は，研究と教育の関係 

に焦点化して日米比較のみなら 

ず国際比較によってみた場合，

フンボルト理念の研究と教育

の統合がシステム間で異なるこ

とを示しています。これは，カー

ネギー調査（1992）の結果に依

拠して図式化したもので，ドイツ

型は研究志向，ラテンアメリカ型

は教育志向，アングロサクソン型

は研究・教育半々志向を示します。

日本は研究志向が多い研究型で

あり，ドイツ型でありますが，これに対して，日本の政策は，過去の政策では研究志向，現在

の政策では教育志向，未来の政策では研究，教育半々志向，とみなされます。これは，1992年

という 20 年前の調査分析でありますが，現在に照準すれば，2012 年の中教審答申で，研究，

教育半々志向が提言されました。私は 1991 年以来の教育偏重の政策は，日本の大学教員の研

究志向を逆なでして意識的に葛藤を深めることを指摘し，研究を担保した教育政策の必要性を

提言してきましたが，この度漸く実現する運びになったわけです。 

 

（５）2007年：研究志向への収斂 

最近の世界的な動向を CAP 調査（2007）に依拠して見ると，世界的に研究志向が強まった

ことがわかります。ノル 

ウェー，イタリー，日本， 

オーストラリア，カナダ，

韓国など，高い研究志向

を示しています。しかし

先進国では研究志向が

強く，後発国では教育志

向が強い傾向があるこ

とは，興味深い。 

 

 

 

図表９ 2007年：研究志向へ収斂 
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（６）研究と教育の両立性 

図表１０で，研究と教育の 

両立性を比較すると，先進国

が後発国より少しだけ困難

としているとしても，両方と

も概して両立できるとする

度合いは高い。それに対して，

日本は 51%が困難としてお

り，世界 1困難度が高い。換

言すれば，このことはユニバ

ーサル化時代を迎えて学生

の学修力の涵養が重要な教

育課題になる時代に，研究と

教育の両立が困難であり，研 

究志向が強い傾向を物語ります。 

 

３． 高等教育研究の成果と課題 

 

社会学的アプローチには，知識論をベースに，社会的条件，社会的機能，社会的構造の側面

が存在します。 

 

（１）社会学的アプローチの構図 

図表１１は，社会学的アプローチの構図を示しています。 

 

 

 

図表１１ 社会学的アプローチの構図 

図表１０ 研究と教育の両立

性 
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図表１２ 知識論 

図表１３ 国別エポニミー輩出数の推移（物理学） 

図表１４ 主要国の論文の相対被引用度（RCI）の推移 

（２）知識論 

知識論では，研究対象は，知識社会 

学や科学社会学に依拠して，科学

制度としての大学を研究します。研

究例は，科学のエートス，学問中心

地の移動，大学部族，高等教育シス

テムの比較，知識配分の南北格差，

など。研究者は，マートン，ベン・

デービッド，ベッチャー，コーガン，

クラーク，アルトバックなど。 

 

（３）国別エポニミー輩出数の推移(物理学)  

                       図表１３は，知識論を敷衍した研究事

例の一つとして，国別エポニミー輩出数

の推移（物理学）を示しています。エポ

ニミー事典に依拠して国別比較をする

と，17世紀から 20世紀まで学問中心地

は，イギリス，フランスが先行し，ドイ

ツが台頭し，最後にアメリカに移行した

事実が判明します。 

 

 

 

（４）主要国の論文の相対的引用度(RCI)の推移  

図表１４は，主要国の論文の相 

対被引用度（RCI）の推移を

1985 年から 2004 年までを示

していて，最近はイギリス，ド

イツ，韓国，中国などが上昇し

つつある事実が判明します。 

 

 

 

 

 

注：１）（相対被引用度：RCI）＝（国別の１論文当たりの被引用回数）÷（全世界の１論文当たりの被引用回数）。２）人文社会科

学分野は除く。３）各年の値は，引用データを同列に比較するため，５年間累積値（5-year-window data）を用いている。たと

えば，「-2004年」は，2000～2004年の 5年間の累積値を意味する。 

資料：The Thomson corporation.“National Science Indicators,1981-2004(Deluxe Version)”に基づき，科学技術政策研究所が

再編した。 
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（５）Elsavier社 Scopusに基づく各国の論文数の推移(米国，中国については第 2軸) 

図表１５は，エルゼビアの文献データですが，最近では，他の国が軒並み上昇する中で日本

は一人急速に後退をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世界の大学ランキングは 2003 年から開始され，現在は各種のものがある中で，ロンドンタ

イムスの 2012-13 年版をみると，Caltech をトップに，オックスフォード，スタンフォード，

ハーバード，MITなど，英米の大学がトップグループを形成していることが分かります。 

以上のような知識論を敷衍した，学問的生産性の研究は，研究生産性や教育生産性に関する

研究に発展しています。こうした学問中心地の研究は，大学における研究生産性を規定する条

件の研究と関係が深く，学問的生産性の条件に関する国際比較研究（有本章編『学問中心地の

研究』東信堂，1996年）はその一端を示します。その文脈から学問中心地を形成した米国では，

19世紀後半以後，インブリーディングを抑制してきた点に注目することができます。 

図表１５ Elsavier社Scopusに基づく各国の論文数の推移(米国，中国については第2軸) 
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図表１７ 研究大学におけるインブリーディングの動向－日本 

注：1954 年の早稲田・慶応は 1959 年版，2003 年の一橋は 2002 年

版， 2003年の早稲田は 1996年版，2003年の慶応は 2000年版。                       

出典：（山野井，2007，246頁） 

（６）インディアナ大学大学院教授の出身校(最終学歴) 

図表１６は，インディアナ大学大学院教授の出身校を示し，母校出身者は 11.4%と少ない。 

 

 

 

 

 

 

（７）研究大学におけるインブリーディングの動向－日本 

 他方，図表１７を見ると，日本

の大学では，東大，京大，早大，

慶大から構成する上位 4大学 

のインブリーディング率は長

年にわたってほぼ 70%以上，

あるいは 80%以上を占めてお

り，きわめて高い。東大は，

1954 年では 98.0%とほぼ完璧

に自校閥が支配し，30 年後に

漸く90%を割り，半世紀後80%

を割りました。京大，早大，慶

大は，東大ほど自校閥が高くな

いとしても，依然として高いこ

とに変わりありません。米国の

トップ大学のハーバードやイ

図表１６ インディアナ大学大学院教授の出身校（最終学歴） 

出典：Indiana University, Graduate School Bulletin 1974-75 より集計作成。

（有本，1981, 181頁） 
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ェールが 19 世紀後半に自校閥を 3 分の 1 程度に抑制する政策をとったのにくらべ，雲泥の差

があることに注目せざるを得ません。インブリーディングではなく，アウトブリーディングに

よって，研究生産性の競争力を高めることは，1 世紀後に世界の大学ランキングの上位群を占

めることに連動しても不思議ではないと考えられるでしょう。その点からすれば，東大が国際

化を追求して，世界ランキングを高めることを標榜するならば，秋入学政策よりも outbreeding

政策を先行すべきであるに違いないわけです。 

 

（８）属性主義から業績主義へ，特殊主義から普遍主義へ 

このことから，近代大学は，属

性主義から業績主義へ，同時に特

殊主義から普遍主義へ移行し，概

して閉鎖性から開放性への移行

を示すとの仮説が成り立つはず

であります。インブリーディング

の抑制は，複数の大学間移動をも

たらす意味でモビリティの活性

化に繋がるし，他流試合，複数専

攻，スカウト合戦，などと結合す

るはずです。この仮説を適用すると，日本は前者に存在し，米国は後者に存在することが分か

ります。 

なお，先日（11月 13－16日）出席したASHEのラスベガス会議で，東アジア諸国のアカデ

ミック・モビリティに関するシンポジウムにディスカッサントとして出席しましたが，アジア

の日本，韓国，中国では，3 か国ともに属性主義や特殊主義が強く支配しており，最近の動き

としては，韓国が業績主義や普遍主義へ一歩踏み込む動きを示していると解されました。 

 

●大学の社会学 

図表１９に示したように，大学の社会学は，大学の社会的条件，社会的機能，社会的構造を

研究します。 

 

 

 

 

 

 

 

図表１９ 大学の社会学 

図表１８ 属性主義から業績主義へ，特殊主義から普遍主義へ 
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図表２０ 大学の社会的条件 

図表２１ 大学の社会的機能 

（９）大学の社会的条件 

図表２０は，大学の社会的条件の研

究を示します。社会変化が大学のシス

テム転換を左右する，基本的構造の中

で，歴史・構造モデルと知識モデルと

が大きな研究事例として指摘できる

でしょう。いわゆるトロウの歴史・構

造モデルは，1970 年代前半に提唱さ

れ，その後，修正されながら今日まで

日本では大きな影響力をもたらした

とみなされます。大学進学人口の変化

がエリート，マス，ユニバーサル段階

という高等教育発展段階をもたらすとする学説です。これに対して，高等教育政策の変化が大

学システムの転換をもたらす場合，知識の影響力が大きいとみなす学説が知識モデルです。例

えばクラークの知識モデルは，知識を基盤に国家，ギルド，市場のトライアングルの高等教育

政策が大学システム形成を規定するとする学説であります。 

こうして，歴史・構造モデルも知識モデルも，いずれも国際比較研究を可能にするモデルで

ありますが，前者は概して縦軸の歴史的発展の比較であるからアナログモデルであり，後者は

概して横軸のトライアングルと大学との比較であるからデジタルモデルであります。 

  

（１０）大学の社会的機能 

図表２１は，大学の社会的機能の研

究です。これも，知識論を敷衍して，

知識を基盤にして展開される，研究，

教育，サービスなどを研究対象として

おります。特に中心的な研究としては，

研究と教育の両立性の研究であり，さ

らにそれを敷衍すると，研究と教育と

学修の統合の問題へと至ります。近代

大学に研究が導入され，教育との両立

性が問題になり，フンボルトの研究と

教育の統合の問題が課題となりまし

た。この問題は，エリート時代の学生

を対象としましたが，今日はむしろ大衆化時代，さらにはユニバーサル化時代の問題として再

検討されなければならない課題を含んでいます。 

－ 37 －



 

 

図表２２ 大学の社会的構造 
（１１）大学の社会的構造 

図表２２は，大学の社会的構造の研究 

であって，大学の規範，エートス，価

値，組織，集団，などを研究します。

大学構成員の教員，職員，学生，学長，

理事などを研究する集団の研究の場

合，社会的機能との関係では，研究，

教育，サービス，管理運営などとの関

係が研究対象となります。教員集団の

研究では，大学教員あるいは大学教授

職の研究によって，研究や教育の機能

との関係が重要な対象になることは

論を待ちません。1992 年のカーネギ

ー調査，2007年の CAP調査では，大学教授職の研究や教育への志向性が吟味されて，ドイツ

型，アングロサクソン型，ラテンアメリカ型などが指摘されました。 

 

（１２）高等教育研究の成果と課題 

図表２３は，高等教育研究の成果 

と課題を論と学の観点から論じて

います。この 40 年間に，学の確立

は必ずしも達成されていません。高

等教育学会が設置された以上，「高

等教育学」が確立されたと言えなく

はないのですが，試行錯誤が見られ

るとしても，高等教育の科学が十分

成立しているとは言えませんし，む

しろ，学際的研究が主流を占めてお

ります。その長短は，学際・学融に

よる総合化という特色発揮と，そこ

からの脱皮困難による隔靴掻痒で

あると言えるのではないでしょうか。 

このような状況の中で，従来の研究成果は多いのですが，教育，学識，経営・マネジメント，

評価，大学像など未開拓分野も少なくないと言えるでしょう。 

 

 

図表２３ 高等教育研究の成果と課題 
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図表２４ 高等教育研究における歴史・構造モデルと知識モデル 

 

図表２５ 

（１３）高等教育研究における歴史・構造モデルと知識モデル 

以上から，高等教育研究に 

おける歴史・構造モデルと

知識モデルを対比すると，こ

れらのモデルが別々に発展

するのではなく，合わせ鏡的

に照合と統合を行って今後

の方向性を模索することが

重要であると言えかと存じ

ます。別言すれば，第 1 は，

21 世紀における高等教育の

量的発展の課題研究を行う

こと，第 2 は，21 世紀にお

ける高等教育の質的保証の

課題を研究すること，第 3

は，第 1の波，第 2の波の時代を踏まえて，21世紀における第 3の波の時代の課題を研究する

ことであろうと言えるでしょう。 

 

４．現在の高等教育研究 

 

 現在の高等教育研究の動向

を探るには，若手研究者がどの

ように現状を捉えているかを

観察することが最適であるに

違いありません。その点，最近

の 2011年に刊行された『リー

ディングス日本の高等教育』は，

貴重なエビデンスを提供して

くれるのではないでしょうか

（図表２５）。研究領域は，大

学進学，学習，大学生，大学か

ら社会へ，大学と学問，大学と

国家，大学とマネジメント，大学とマネー，という 8領域に焦点を合わせています。 

特色については，9点を指摘することができます。すなわち，①最新刊，②リーディングス，

③全 8巻，④大規模な書評（1巻辺り 69頁），⑤編者は若手研究者（平均年齢 42.5 歳），⑥創
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図表２６ 世界の見えざる大学，ゲートキーパー 

設と解説の組み合わせ，⑦日本の文献が中心，⑧教育社会学が中心（編者＝教育社会学者，対

象文献＝教育社会が多い），⑨研究者の寡占現象（見えざる大学，ゲートキーパーなど），など

であります（図表２６）。 

RIHEとの関係に注目すれば，OBが 3/8，客員 5/8となり，RIHE関係者が 100%を占めま

す。このことは，若手研究者の中心が RIHEに存在することを示唆していると解されます。科

学社会学が証明したように，学問中心地は，特定の集団や研究者がマーケットを寡占すること

を示すから，その点から被引用者に 

注目すると，上位の 5位（6人の研 

究者）が全引用文献の 10%を寡占し

ています。すなわち，教育社会学者

が寡占し，ここでもRIHE関係者が

100%を占めます。年齢的には全て

60・70 歳代であることから，若手

研究者の世界ばかりではなく，年配

研究者の世界においても，RIHEの

支配力が大きいことを示唆するに

違いありません。これらの研究者は，

ゲートキーパーの役割を果たしていることになります。 

学問中心地との関係でみると，6人の年配者の出身校は東大 3，早稲田 1，東工大 1，広大 1

であり，特定の大学に集中しています。8人の若手編者の出身校は，東大 3，広大 3，東工大 1，

早大１となり，特定の大学に集中しています。これらの若手もゲートキーパーであることが分

かります。 

ちなみに，世界的なゲートキーパーは，スプリンガー社の 2つのシリーズを事例にすると，

シリーズエディターと編集委員と併せた場合，19人の中で，外国は 17名，日本は 2名となり，

RIHE 関係者は 2名です。この事例を見る限り，日本のゲートキーパーが世界のゲートキーパ

ーに進出する可能性は高いとしても，現在までは顕著な進出は見られませんので，若い世代へ

の期待が大きいことになります。 

 

５． RIHEへの期待 

 

（１）RIHEの過去・現在・未来 

翻って，図表２７に依拠して，歴代センター長の在任期間を眺めると，40 年間に延べ 12 名

（実質は 11名）のセンター長が誕生しました。一人当たり平均は 3.3年，一番長いのは延べ 5

期 10 年，次に 3 期 6 年など，短いのは 1 年（丸山氏は在任 1 年目に中国で客死）。最初の 10

周年までの 10年間では 4人，次の 20周年までの 10年間では 4人，次の 30周年までの 10年
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間では 3人，次の 40周年までの 10年間では 4人，となり，平均は 10年間に 3人。 

 

 

この 40年間に特徴的な事件は，1995年に千田町から東広島キャンパスに移転したことであ

ります。これは創設 23年目の移転を意味しますから，言ってみれば 40年間のマラソンの折り

返し地点に該当するに違いありません。この種の機関の寿命は 20-30年程度であるとすれば，

ちょうど臨終を迎えそうな時期にカンフル注射をして生きながらえたと言えないことはない。 

しかし，数年後の 2000 年には，センターの名称変更問題が生じました。回顧すると，この

改名の時点は，センターの正しく危機＝クライシスの時期であったと言って過言ではありませ

ん。当時の学長は高等教育開発センターを主張し，センターが大学の役に立たないとして，研

究ではなく，開発にこだわったのでありますが，これに対して，筆者は大学教育研究センター

の変更に反対し，変更せざるを得ないのならば，高等教育研究センターならば承認すると主張

しました。センター名称から研究を削除できないというのが主張のポイントであったわけです。

30年来の伝統であり，研究を削除すれば，現在叢生中のセンター群となんら変わらず，早晩そ

の中に埋没してしまうことを危惧しました。しかしながら，中国へ出張している間に，「高等教

育研究開発センター」と命名されていたのには，寝耳に水の驚天動地でありました。両者の主

張の妥協点を探ったのかもしれないのですが，合点が行かなかった。裏話をすれば，文部科学

省の当時の大学課長に相談した結果，今からでも基に戻してもよいと言ってくれたのですが，

スキャンダルになる惧れがあり，結局断念しました。看板を掛けに来たとき，学長が目敏く英

語の看板も書き換えないといけないと指摘しましたが，これだけは世界に通用しているとの理

由で，Research Institute for Higher Education＝RIHEという元のままを死守した経緯があり

ます。 

このような瀕死の状態を脱出できたのは，学内で 4機関，文系では 2機関のみの特別研究セ

図表２７ 歴代センター長の在任期間 
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ンター認定を実現できたこと，さらに 2002 年から 5年間，21世紀 COEに採択されたことで

あります。このことによって，センターは 30 年来追求してきた研究センターの地歩を固め，

改めて研究センターであることを内外に認知されることになりました。 

 

（２）RIHEの可視性 

図表２８は，センターの可視性を示します。

①～④は，センターが飛躍的に発展した時点

です。1970年の大学問題調査室は前史であり

ますが，センター発足には礎石として重要で

あります。正式には，1972年のセンター発足

からスタートして，先ほど指摘した 1995 年

の移転，2002 年の COE 採択，2012 年の頭

脳循環プログラム採択，などが画期的時点で

あると言えるでしょう。 

⑤⑥は，大学院を制度化した時点を示し，

1986 年は社会科学研究科に比較大学制度論

を設置し，1998年は教育学研究科に異動した

時点であります。1996年はセンター等協議会

を設置，1997年は高等教育学会を設置した時

点であります。先述の通り，2000 年は名称変更の危機的時点であり，2001 年はそれを脱出し

た時点を示します。 

 

（３）客員研究員の増加－1972-1992年 

 

 

図表２９ 客員研究員の増加－1972-1922年－ 

図表２８ RIHEの可視性 
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図表２９は，客員研究員の増加を 20 年間辿ったものでありますが，その結果は次の通りで

す。 

① 20年間（1972-92）に 166人の客員研究員を採用。内訳は国立大 62人（うち旧帝大 27），

私立大 60人，国研 11人，その他 33人など。 

② 10年間（1972-82）に 84人採用。内訳は国立大 41人（うち旧帝大 22人），私立大 19人，

国研 9人，その他 15人など。 

③ 5 年間（1972-77）に 43 人採用。国立大 21 人（うち旧帝大 14 人），私立大 8 人，国研 5

人，その他 9人など。 

④ 以上を総括すると，最初は国立大からの客員採用が中心，とくに旧帝大系が中心になって

おり，国研の比重も大きい。その後次第に私立大が増え，その他も増えた。 

⑤ センターの設置は，日本の高等教育研究において高等教育研究の制度化を実現した画期的

な出来事であり，科学革命（T.クーン）が成立したことを示し，そのパラダイム転換を契

機に高等教育研究の制度化が達成され，やがて通常科学（R.マートン）に移行して発展を

遂げたことに他ならない。 

 

（４）客員研究員の増加－5年間（72-77）と 20年間（72-92）の比較 

１. 最初の 5年間は 43人採用。毎年平均 8人採用。国立大が約半分を占め，旧帝大は約 3分

の 1（32.5%）を占めた。 

２．20年間では 166人採用。毎年平均 8人採用。国立大は 10%減少し，私立大は 2倍（18.6%

→36.1%）に増加した（図表３０）。 

 

 

図表３０ 客員研究員の増加－５年間（72-77）と 20年間（72-92）の比較 
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（５）RIHEへの期待 

右図表３１に示したRIHEの実績を見 

ると，1から 11の項目に整理できます。

1，3，8，11は，制度・組織としてのセ

ンターの発展を示し，とりわけ，1．早

期制度化，3．大規模組織，8．国際化，

11．協議会設置，高等教育学会設置など

の項目で重要な役割を果しました。2，4

は，教育の発展を示しており，2．は大

学院博士課程の設置と博士号の輩出，4．

は教育活動を示しています。5，6，7，9，

10は，研究活動の発展を示し，5．は出

版活動，6．は科研費採択，7．は研究員

集会，国際セミナーなど，9．は COE，

若手頭脳循環プログラム採択，10．は指

導的研究者輩出であります。 

このように概観すると，RIHEの実力 

は過去から現在までかなりの実績を積

んできたことが判明しますし，この足跡 

を踏まえて，これから未来にかけていかなる展望が見られるかが問題と言えるでしょう。モノ，

カネ，情報，とりわけヒトの充実によって，学問的生産性，とくに研究生産性＝研究力，教育

生産性＝教育力，を上げることが問われますし，そして，COE＝学問中心地を構築し，世界的

に大学ランキングの上位への上昇を実現し，世界的拠点を実現することが問われます。 

 

（６）RIHEの特徴と可能性 

すでに考察したように，特徴や可能性は少なくありません。20周年の時点では，センター自

身の自己点検評価によって，6 点が指摘されました（『大学教育研究センター20 年の歩み』参

照）。すなわち，①広島大学の共同センター，②全国的な研究センター，③研究者の養成，④情

報センター，⑤刊行センター，⑥人材ネットワーク，などであります。40周年の時点では，20

周年で指摘されたことは概ね持続されているのに加え，21 世紀 COE，循環頭脳，などの成果

が列挙されるに違いありません。すなわち，①併任研究員，②客員研究員，③大学院，④図書

館，資料収集，⑤出版活動，⑥研究網，など。これに加えて，①21 世紀 COE，②循環頭脳，

③現役の活躍，④院生の増加，⑤留学生の増加，⑥学問的生産性の増加，⑦世界的評判，⑧学

問中心地，などがみられるだろうと思われます。 

 このような実績を踏まえて，今後，世界的拠点を形成するには，いくつかの課題があるので

図表３１ RIHEへの期待 
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図表３２ RIHE の特徴と可能

性 

はないでしょうか。①研究力 

では世界的研究者を集積する 

こと，②教育力では優秀な教 

師を集積すること，③学修力で

は優秀な学生を集積すること，

④組織力では優秀な人材ネッ

トワークを構築すること，⑤財

政力では優秀なセンター長を

擁立（スカウト）すること，な

どであるに違いありません。 

この 40 年間は，RIHE は広

島大学のためか，広島大学に所

在して世界のためか，という問

題が繰り返し論じられてきま

した。つまり，atなのか forな

のか。その最大の危機は，名称

を変更した 2000年前後でした。

現在は，その危機は一応克服し 

たものの，やはり同じ問題は陰

に陽に燻っているに違いない。 

選択と集中，仕分け，合理化の時代には，センターのような学部や大学院に比べて小さい組織

は，いつでもスクラップアンドビルの対象になる可能性が秘められているのであり，それを克

服するには，実績を積み，大学内外での評判や可視性を高め，存在価値を主張する以外に方法

はないに等しいでしょう。 

センターの制度化以来 40 年を回顧すると，高等教育研究タブーの時代の 1972 年において，

「大学紛争」を足場に，トーマス･クーンのいう科学革命によるパラダイム転換がある意味で奇

跡的に生じ，やがてロバート・マートンのいう通常科学の時代に入り，高等教育研究の学会，

機関，組織，文献，レビューなどが増加する時代の現在に至りました。現在は，複数の高等教

育関係の学会が多数の研究者を集め，専門家が輩出し，高等教育研究でメシを食うプロの研究

者を多数輩出して，ブームの時代を迎えたと言ってよいでしょう。しかし同時に，現在は，大

学を中心とした高等教育の変化の時代に直面しているにもかかわらず，高等教育研究のマンネ

リ化が生じ，新たなパラダイム転換が必要になっている時代と言えるかもしれません。 

その意味からすれば，今日は，第 2の制度化によって，高等教育研究を再生するか，あるい

はそれができずに衰退に向かい，終焉を迎える時代を迎えつつあると言えるかもしれません。

その点，今後 40年間は制度化を果たした過去の 40年間とは異なって，試練の時代になる可能
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性が高い。進行中の第 3の波の時代は，高等教育自体が大きな転換期にあるし，高等教育研究

が新たな高等教育像を創造的に構築し，新たな政策を提言し，社会を説得的にリードしない限

り，存在理由を喪失するのは当然の帰結でしょう。 

予測困難の時代に自主的かつ主体的に学び，自律的に創造的に考える学生を輩出することが，

今日の能動的学修に基づく学力を形成する高等教育改革の本筋であるし，その点に日本の存亡

もかかっているのではないか，と考えれば，改革への課題は少なくない。この改革への取組は，

研究力や教育力の学問的生産性という創造的活動を行うことを使命として担うRIHEにとって

も，不可欠であるに違いないはずです。少なくともパラダイム転換が問われる今後 10年間は，

存亡の鍵を握る重要な時代に突入するに違いないので，RIHE が何を最も本気で取り組むかは

OB としても目を離せない。かくして，RIHE は，世界の拠点を作れるか，それとも衰退の一

途を辿るか，分岐点に差し掛かっていることは確かな事実であるのではないか。そのような危

機意識がRIHEには存在するのか否かをOBは関心を持って見守っていると言わなければなり

ません。 
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1976
Hiroshima International Seminar on Higher Education: Perspectives for the Future System of Higher Education -

Access and Structure

1980 1980

The 2nd Hiroshima International Seminar on Higher Education: Higher Education of the 1980s - Challenges and

Responses

1981
Hiroshima/OECD Meeting of Experts on Higher Education: Innovations in Higher Education - Exchange of

Experiences and Ideas in International Perspective

1981

International Seminar on Higher Education: Innovations in Higher Education - Exchange of Experiences and Ideas

1982

International Seminar on Asian Higher Education: Innovations in Asian Higher Education

1982

International Seminar on Asian Higher Education: Challenges on Air University in Korea and Thailand

1982

International Seminar on Higher Education in the Age of Financial Difficulties 

1984
 Hiroshima/OECD Meeting of Experts on Higher

Education: Innovation in Curriculum and Teaching in Higher Education

1985
International Seminar on Asian Higher Education: Prospects and Problems in Higher Education Expansion:

Sharing Experiences in the Asian Context

1987

International Seminar on Asian Higher Education: Internationalization of the Universtiy and Foreign Students

1987 International Seminar on Asian Higher Education: The Role of Government in Asian Higher Education

1988
OECD/JAPAN Seminar on Higher Education and the Flow of Foreign Students: Foreign Students and

Internationalization of Higher Education

－ 56 －



"#$%

!

8'

!

8' )'

8'

)'

9

)4 4'

()84Q())( !

())3 3

34

4&

!

)' (

((

())*

( !

67 ()))

4'''

4''' &

－ 57 －



4

(

!

4'''

3

4'''

?M%

!

!

9 9'

4( ?M% 4(

! 4''4 4''5

4''9

?M% 4''9

(4 5

4 ( "#$%

(5' 3

4 )C)(' ?M%

4(

9' ?M%

!

4''3 9'

!

?M% 4(

4''8 4'(4

－ 58 －



!

!

()*4 & ( 9 4'(4

(' 5 & 9 9 4 3

&' &4'

!

!

!

!

#"

M%?7 ?%"#

&'

! 43W 5V& (

!

"#$%

!

4

X=1;TA=-C!4'''C!@V()

－ 59 －



!

!

!

!

!

"#$%

4 4

"#$%

!

M%?7

Teichler, 2000, p.19)
X=1;TA=-C4'''C@V()! ! !

－ 60 －



/@@A1;/01,2!E-1+0 !

!

+,-! /0!

&'

())3 (83

!

!

!

!

"#$% %++,-0! !
"#$% %++,-0!

"#$% %++,-0!
"#$% %++,-0!

－ 61 －



9 &'

"#$%

4

( !

#"

67 P7

"#$%

!

(

"#$%

!

9' ('

",0TJA/00C!4'(4

4(

)'

4( ?M%

!

(

!

!

!

!

4''4 & 4(Q&3 !

－ 62 －



4''4 & (Q() !

()*9 ( !

! ())* #7% Y,V9)4 8Q(& !

! ())3 ! Z! !

5 ! !

! ()*( &5 !

4''8

&' C!9(9Q943 !

()*4 !

()*5

45 !

()84 (' ()*4Q()84

!

()*9 !

())4 ! 4' !

4''(

!

4''4 ! 9'

!

()*3 4'(( !

Y,V( Y,V&& !

4''* 4( !

?M% !

",0TJA/00C! PVH4'(4IV! XT=! 6U0U-=! 1O! 2,0! [/1012SV! #2! \/-2=00C! "VH%EVICXT=! 6U0U-=!

]21^=-O10_!Z!#E=/O!/2E!K,OO1J1A101=O!H@@V(3Q43IV!]NZ!",U0A=ES=V!

X=1;TA=-C!]VH4'''IV!$1ST=-!%EU;/01,2!"=O=/-;T!/2E!10O!#2O010U01,2/A!\/O1OV!#2!P;TB/-0RC!

PV! >! X=1;TA=-C! XVH%EOVICXT=! #2O010U01,2/A! \/O1O! ,+! $1ST=-! %EU;/01,2! "=O=/-;TV!

7,-E-=;T0Z!NAUB=-!D;/E=F1;!KUJA1OT=-OV!

!

!

!

!

!

!

!

－ 63 －



!

－ 64 －



－ 65 －



－ 66 －



40 RIHE

2012 11 22 23

4  

 

1950 1972

1974 1976

1984 Ph.D.

2012

2007

2004  

1972 RIHE

 

－ 67 －



 

1992 2000 2004

2008 2008

2011 1 NSF

2012 2 1996

 

 

agenda

RIHE RIHE

 

CHER

Academy and Academic Profession Series Springer

KEDI Journal of Education

2004 61  

 

RIHE

RIHE

 

 

－ 68 －



1980 1985

1985 1986

2011 2012

2007

2011  

 

RIHE RIHE

RIHE

90

 

4  

 

4 RIHE

 

RIHE RIHE

RIHE

－ 69 －



RIHE  

RIHE 4

RIHE RIHE  

 

－ 70 －



!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!

!





戦前期の大学教授職 

 

 

岩田 弘三  

（武蔵野大学） 

 

１．研究紹介（岩田 2011） 

 

１．１．大学教授市場の非移動性 

どこの国でも，何らかの職階を利用した大学教授養成が，基本的には主流を占めている。そ

こに日本的な特徴があるとすれば，少なくとも戦後においては，職階を利用した大学教授養成

が，多くの場合，基本的には同じ一つの大学のなかで，学生→助教（助手）→講師→助教授と

採用・昇進を続け，教授に至るといった，「エスカレーター式昇進」の形でなされてきたことで

ある。このため日本の大学教授市場（academic marketplace）は，流動性を欠き，きわめて非

移動的・閉鎖的なものになっている，と批判されてきた（新堀，1965；カミングス，1972；有

本，1981；新堀編，1984など）。このような大学教員のキャリア形成のあり方を歴史的に辿れ

ば，その原初形態の成立は戦前期に遡ることができる。そして，それが良くも悪しくも，現在

の大学教員のキャリア・パターンを，規定しているものと推測される。それでは，こういった

大学教授養成体制は，いつ頃，どのような形で成立したのだろうか。 

ただし，「エスカレーター式昇進」に代表される，大学教授市場の「閉鎖性」には，2つの側

面が存在する。第 1 は，1 つの大学の教員が，特定の大学出身者によって占められてしまうと

いう，学閥的閉鎖性（「同系繁殖」：inbreeding）である 1)。第 2 は，職歴的に，他の職場経験

をもつことなく，同じ大学のなかで持ち上がり昇進していくという傾向である 2)。 

新堀・有本・山野井などを中心とする広島大学グループによる研究の主要関心は，もっぱら

第 1の学閥的閉鎖性にあり，その点については，戦後のデータを用いながらも，歴史的状況に

ついても多くの成果を残してきた。しかし，それらの研究が分析対象としている時期は，いず

れも基本的には戦後に限定されている。 

つまり，戦前期のデータを用いて，大学教授市場における移動性の問題を体系的に明らかに

する研究は，とくに第 2 の終身雇用型キャリア形成に関しては，以下の 2 つの研究を除けば，

ほとんど行われていこなかった。1つは，カミングス（1972）の研究である。もう 1つは，明

治 19（1886）年の帝国大学令から，明治 26（1893）年の講座制導入時点までの，東京帝大教

授の経歴を分析した，天野郁夫（1977）3)の研究である。 
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１．２．アカデミック･プロフェッションの形成と後継者養成 

「大学教員の非移動性」は，大学教員市場の問題に焦点を当てた言葉である。しかし，それ

は，どのような場所・経路で，アカデミック･プロフェッションの後継者養成を行うのかといっ

た問題，のみならず大学教授になるためには，どのようなキャリアが必用であるのか，といっ

た実質的な大学教授資格の問題にも関連してくる。さらに，歴史的にみれば，後継者養成体制

を含めて，アカデミック･プロフェッションを主体とする近代大学が，日本においてどのような

形で，いつ確立したのかといった問題にも繋がっている。 

天野（1977，30-36頁）は，助教授→2～3年の外国留学→教授といった，帝大教授のアカデ

ミック・キャリアが定着した点などをもとに，明治 26 年の講座制導入の意義を，つぎのよう

に総括する。明治 19年の「帝国大学令」の「画期的な性格」の一つは，「それまでの教育機関

としての東京大学とは違って，研究機能をあわせもつ最高学府をめざすものであった」。その構

想を制度的に実体化すべく行われたのが，明治 26 年の「帝国大学令中改正」である。それに

ともなう「講座制の導入とそれに関連した一連の改革は，大学教授集団の安定的で持続的な発

展に必要な制度的基礎を与え，また…アカデミック・キャリアの確立をもたらした。そしてこ

の講座制にまもられた帝国大学の教授集団を先導に，わが国のアカデミック・プロフェッショ

ンの本格的な形成の過程が進行していく」。その意味を含めて，明治 26年の「講座制は，帝国

大学が研究機能をもつ近代大学として成長していく上で，不可欠のものであ」った。 

しかし，天野（1977，43頁）は，つぎのようにも指摘している。明治 26年の講座制は原則

として，1 講座を教授 1 名が専任で担当する，という仕組みになっていた。その点などから，

「教育研究の基礎単位として」，「講座のもつ後継者養成――アカデミック・プロフェッション

の再生産機能としての機能」が，「自覚的にとらえられていた」とはみなせない。「現在，講座

制が顕在的にはたしている機能は，…明治 26 年以降の講座制の制度としての定着と発展の過

程で，徐々に，慣行として形成されてきたのであ」る。 

つまり，明治 26年以降に培われてきた「慣行」，さらにはその積み重ねの結果として出現し

た，「エスカレーター式昇進」型の後継者養成体制は，日本が近代大学を確立するうえで，さら

には，それを担うアカデミック・プロフェッションを形成するうえで，ある意味では必可欠な

要素であったとみなせる。 

 

１．３．帝国大学におけるアカデミック･プロフェッション養成体制の確立 

それでは，職歴面では，いつごろから，どのような形態で，アカデミック・プロフェッショ

ン養成体制が，確立していくことになったのだろうか。 

表 1に示したように，帝大教授のうち帝大以外の職場経験を全くもたない人（「帝大キャリア

組」）の比率をみると，医学部を除けば，明治期に比べ大正期以降，帝大のなかだけでキャリア

を積ませる，という具合に，教授養成体制が，帝大内部で完結する形で確立していったことが

分かる。 
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表１．帝大教授の補充源 

明治期 大正・昭和期 明治期 大正・昭和期 明治期 大正・昭和期 転出昇格者 内部昇格者
卒業生 卒業生 卒業生 卒業生 卒業生 卒業生 を含む

法学部・経済学部 67.1% 77.4% 44.7% 67.2% 71.1% 78.8% 89.6% 88.7%
文学部 89.5% 93.6% 30.8% 48.9% 53.1% 85.1% 81.8% 75.8%
理学部 85.3% 92.8% 48.0% 65.5% 67.6% 86.3% 79.1% 76.3%
工学部 50.7% 75.7% 39.6% 70.9% 62.3% 84.8% 75.4% 69.2%
農学部 67.8% 72.2% 52.5% 62.0% 72.0% 80.6% 71.5% 67.3%
医学部 75.0% 79.8% 53.7% 50.6% 64.0% 59.0% 46.4% 42.3%

帝大教授のうち
高等教育機関から

リクルートされた人の比率

帝大教授のうち
帝大のみでキャリアを
積んだ人の比率

帝大教授に占める
帝大助教授経験者比率

帝大助教授の
帝大教授昇進率

 
出典：岩田弘三（2011，252頁） 

注：①文学部には，東北帝大と九州帝大の法文学部の文学科を含む。 

②法学部・経済学部には，東北帝大と九州帝大の法文学部の法学科・経済学科を含む。 

③帝大助教授については，助教授在職中の死亡者，および他帝大助教授転出者を除いた数を， 

母数としている。 

 

なお，「帝大キャリア組」についていえば，明治期においては，基本的な経歴としては学卒後

いきなり 4)，助教授に任用するといった養成ルートが一般的であった。しかし，大正期以降に

なると，助教授以前に，副手，助手，講師のいずれかの職階を組み込む形で，帝大内での教授

の自家養成が行われるようになっていった。 

 

１．４． 大学教授市場変容の要因 

それではなぜ，大正期に入ると，そのようなアカデミック・プロフェッション養成体制が，

組み上げられていったのだろうか 5)。 

第 1 に，中山茂（1978，148-152 頁）によれば，学問の制度作りに専念する必要のあった，

官製の「明治アカデミズム」から，それが一段落した後に，大正の「研究至上主義」への転換

があった 6)。さらに，帝大教授が政府の仕事を兼ねる必要がなくなるのも，この頃であった。

その意味で，「アカデミズムの官界からの相対的独立」が進行した，という。 

このような変化のなかで，研究プロフェッションとしての帝大教授の補充に関して，研究経

歴重視といった傾向が，もたらされたものと思われる 7)。先に紹介した天野の指摘を繰り返す

と，明治 19 年の「帝国大学令」における研究大学構想を，制度的に実体化すべく行われたの

が，明治 26 年の講座制導入であった。だとすれば，日本における研究大学設立構想は，それ

から 4半世紀たった大正期になってようやく，心性の面でも実質的に実現する基盤が整うこと

になったとみなせる。 
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１．５．帝大教授職の魅力の低下 

第 2に，大正期頃までには，民間企業の会社員，とくに重役の収入が，官吏や帝大教授のそ

れよりも，はるかに多大になった。その点を含めた実業界の地位向上にともない，優秀な人材

（帝大優等卒業生）の確保という観点からみれば，民間企業（経営エリート）も，帝大の競合

相手になっていった。同様に，大正期になると，帝大教授が政府の要職を兼務する機会は少な

くなった。よって，「拝官主義者」（潮木，1984，12-16 頁）や「拝金主義者」にとっては，帝

大教授の職は魅力に乏しいものになった。 

しかも，官庁や民間企業に就職すれば，大卒後すぐに，給与と身分的安定を得ることができ

る。そこで，帝大教授候補生に，「身分不安定ばかりか，逆に授業料を払う大学院」を経由させ

るのではなく，帝大内で副手・助手・講師などの職を与え，身分的安定を図る必要がでてきた

（小中編，1978，9-10頁）8)。 

以上のような２つの要因のもとで，帝大のなかで完結する形での，教授の自家養成体制が確

立していく 9)。だとすれば，大学教授市場の職歴面での「非移動性」は，優秀な人材を確保し

ながら研究大学を確立する上で，避けることのできないプロセスだった，といえる。 

 

１．６． 私立大学におけるアカデミック・プロェッション養成体制の確立 

それでは，私立大学においては，アカデミック・プロフェッションは，どのように養成され

ていたのだろうか。私立高等教育機関が，専門学校から正規の大学として昇格が認められるの

は，大正 7（1918）年の「大学令」による。この「大学令」によって，大学昇格にあたっては，

専門学校時代とは異なり 10)，「相当数の専任教員を置くこと」が要求され，「非常勤講師への“全

面依存”の教育体制」11)からの脱却が求められた。教授・助教授・助手などの職階ができたの

も，それにともなって大学昇格前後の時期であった 12)。 

しかし，たとえば慶応大学のように，助手・助教授職を整備し，それらを海外留学とともに

教授養成ルートに組み込む形で，自校内での教授に至る教育研究経歴（アカデミック・キャリ

ア）の体制作りを，大学昇格以前の時期から目指した大学も存在する。そして，それと同時に，

完全な母校出身専任教授の自家養成体制を完成させていった。ただし，それは，ごく少数の恵

まれた大学のみに許された，まれな実例にすぎなかった。他の多くの私立大学では戦前期をと

おして，大学のみで純粋にキャリアを積んだ人材というより，実務畑経験者を教授に採用する

傾向が強かった。のみならず，母校出身者を教授に据えることにも苦労した。ただし，そのよ

うな中でも，昭和初期までには，講師・助教授といった，下級教授職（junior faculty）を経由

する形での教授養成ルートも，部分的とはいえ確立しだした。そして，それと即応する形で，

母校出身者の採用，つまり「自校閥」（inbreeding）傾向も少しずつ強めていった 13)。 

こうして私立大学教授市場も，大正 7年以降，「非移動性」を高めていった。ただし，たとえ

ば法政大学（1980，519頁）は，つぎのような自己評価を下している。明治大学において明治

34（1901）年の留学制度，および大正 11（1922）年に「専任教員養成の目的から設けられた
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研究生制度と結びつき，外国の大学に学んだ明大卒の研究生の中から明大アカデミズムが形成

されていることと対比するとき」，法政大学が「研究者・スタッフ養成のための制度を欠いたこ

とは，やはり負の遺産といわなければならない」。この自己評価のなかで見過ごしてならない点

は，母校出身教員を中核とすることによってはじめて，各大学独自の「アカデミズム」が形成

されていく，という見解である。 

この見解をもとにすれば，私立大学も，各大学独自の「アカデミズム」を形成し，自立する

うえで必要なアカデミック・プロフェッション養成体制（「研究者・スタッフ養成のための制度」）

の構築を目指していった。そして，その結果として，「自校閥」傾向を含めて，「非移動的」な

大学教員市場を形成していったことになる。 

こうしてみると，帝国大学・私立大学を問わず，大正期以降の大学教授市場の「非移動性」

は，研究大学や「アカデミズム」を確立していくために必要な，アカデミック・プロフェッシ

ョン養成体制を構築していく過程で，生み出されていったといえる。 

 

２．アカデミック・プロェッションの現状と，歴史研究の現在の課題 

 

２．１．アカデミック・プロェッションの現状（岩田 2011） 

つぎに，大学教授職における現代的問題との関連で，歴史研究の課題について考えてみ

たい。現代的問題とは，（1）身分不安定な若手大学教授職ポストの増大，（2）社会人教授

の増大，の 2点である 14)。 

 

(1) 身分不安定な若手大学教授ポストの増大 

図 1に示したような，助手職の減少の穴を埋めるべく増大してきたのが，小林信一（1999，

2004）が言うところの，「プロジェクト研究ポスドク」職である 15)。加藤毅の表現を借り

れば，「時限付き研究組織や運営委託型研究組織，流動的研究組織やプロジェクト研究など，

永続性のない多様な研究組織が多数設置された。これにともない，常勤の大学教員に加え

て，一時的な雇用関係のもとにあるさまざまなタイプの研究スタッフが登場し」，拡大した

（山野井編，2007，305頁）。 

ここで小林や加藤が主たる問題としているのは，研究経歴についてである。しかし，教

育経歴についても同様の問題が指摘できる。図 1 の（2）をみれば明らかなように，1960

年代中頃から，日本では大学教員全体に占める非常勤講師（兼務者）の比率が増加して，

90年代に入ると，それが加速している 16)。 

以上のような状況は，つぎのような 2つの問題をもつ。 
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出典：文部科学省『学校基本調査報告書』より作成。 

   図注：教授のなかには学長を含む。兼務者のなかには，他の大学での本務者を含む。 

よって，(2)は延べ数をもとにした比率になっている。 

図１．大学教員の職階構成 
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第 1に，このように，「プロジェクト研究ポスドク」職や，非常勤講師職などに代表されるよ

うに，研究面でも教育面でも，身分不安的なポストが拡大している 17)。こういった状況のみな

らず，大学院生の就職難を目の当たりにすることになる学部生が，志望段階で大学教員・研究

者離れ，ひいては大学院離れを起こす可能性も想定される 18)。 

 

(2) 研究と教育の分離 

第 2は，教育・研究・社会サービス，といった「大学教員の機能」の分化に，まつわる問題

である。Finkelstein（2005，25-26頁および 35-36頁）は，アメリカにおいて，パートタイム

教員のみならず，「フルタイム教員であっても，任期付き任用の教員」が，1990 年代以降，増

加している事実を踏まえて，つぎのように指摘している。これらの教員は，「伝統的に統合され

た 3 つの大学教員の機能のうち 1 つだけ」に力を注ぐといった具合に，近年になって，「大学

教員の仕事の性格」が「専門化してい」る。それは，「教育と研究の『統合』を志向する（コス

トのかかる）フンボルトモデルを求めないフルタイムのポストを設けてより機能的に分化され

たモデルとする試みである」。こうした状況は，「情報基盤のグローバル経済」や市場化が進展

するなかで，日本を含めた多くの国で起こっている，という。 

同じことが日本において，大学院卒業後，常勤の大学教授職をえるまでのアカデミック・キ

ャリア形成についても起こっている。「プロジェクト雇用型のポスドク」については，研究だけ

に特化したキャリア形成を，また大学院卒業後に，非常勤講師に専念せざるをえない人は，教

育だけに特化したキャリア形成を，行っていることになるからである 19)。だとすれば，研究型

ポスドクの地位を確保しながら，非常勤講師の職も得ている人を除けば 20)，研究と教育の両面

同時にキャリア形成を行う機会をもつことは，基本的には大学の常勤教員になるまでの期間に

は，ほとんど存在しないことになる。つまり，フンボルト・モデルにもとづく，アカデミック・

プロフェッション養成過程から外れることになる。 

 

(3) 社会人教授の増大 

大学におけるフンボルト・モデルの崩壊については，別の観点からも論じておく必要がある。

それは，「社会人教授」増大の問題である。 

図 2は，（a）前年度と比べた場合の大学教員数の増分（当該年度の大学教員総数－前年度の

大学教員総数）と，（b）当該年度の「新任採用教員数」（大学で定員内の職以外から，大学教員

として新規採用された人の数）とを，比較したものである。図 2をみると，教授以外の職階で

は，「新任採用教員数」が「大学教員数の増分」を上回る速度で，増大している 21)。しかも，

図 3に示したように，新規採用者の多くは明らかに，研究者市場（「研究所等の研究員」）以外

の職場からの参入である 22)。 

以上の事実をもとに，ここでとくに問題にしたいのは，アカデミック・プロェッションの統

合性の問題である。 
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たとえば，Pierre Bourdieu（訳書 1997，33-38頁，178-180頁，208頁，299-311頁）は，

つぎのように指摘する。生粋の大学人が「大学的ハビトゥス」をもつとすれば，ジャーナリス

ト大学人（「大学人兼ジャーナリストとジャーナリスト兼大学人」）は，それとは異なるハビト

ゥスをもつ。それゆえ，ジャーナリスト大学人の増大によって，アカデミックな研究評価など，

「知覚と評価のカテゴリー」において別基準の評価が，大々的に持ち込まれ，大学界が攪乱さ

れ，その「自律性の弱体化」がもたらされている 23)。 

 

 

出典：新任採用教員は，文部科学省『学校教員統計調査』より作成。 

「新任採用教員」とは，大学で定員内の職以外から，大学教員として新規採用された人である。 

   前年度からの教員増加分は，文部科学省『学校基本調査報告書』より作成。  

   たとえば，2004年度の教員増加分は，2004年度の教員数から 2003年度の教員数を差し引いた数字

となっている。 

図２．大学教員の前年度からの増分と新任採用教員数 
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出典：文部科学省『平成 16年度 学校教員統計調査』より作成。 

図３．新規学卒以外の新規採用教員の前職（2004年度） 

 

ここで，ブルデューが仮想敵としているのは，ジャーナリスト大学人である。しかし，ジャ

ーナリズム的ハビトゥスに限らず，松野弘（2010）の「社会人教授」批判に代表されるように，

民間企業的ハビトゥスや官僚的ハビトゥスも，「大学的ハビトゥス」を「攪乱させる」要素にな

る可能性は，十分考えられる。さらに，近年ではキャリア開発教員やリメディアル教員として

採用されている大学教員も存在する。このように近年，まれにみる形へ大学教員は多様化した

24)。 

上でみてきたような，大学教員の多様化という現状を踏まえて，ここで問題にしたいのは，

アカデミック・プロフェッションの統合性は，いかに図れるのか。それとも，そこには統合性

など必要ないのか，といった点である。これは，アカデミック・プロフェッションとはそもそ

も何であるのか，そして何であろうとしているのか，といった根本的な問いかけに繋がる。 

 

２．２．歴史研究の課題 

これに対する答えは，個別大学だけを対象とした研究でえられるわけではない。歴史研究の

問題に拡大していえば，第 1に，個別大学史の範囲を超えて，それらを総合的に比較・検討し，

日本の高等教育のあり方の全体像を，描き出す研究が必要になってくる。第 2に，制度論に留

まらず，大学の内実にまで踏み込んだ研究も必用になってくる。 

同様に，「自校閥」（inbreeding）の進展については，研究面でのアイデアの閉塞性などの批

－ 79 －



判に，これまでは重点がおかれてきた印象を受ける。しかし，大学の「個性化」という現代的

な課題とも関連する問題として，「自校閥」の進展が，各大学独自の「アカデミズム」，もっと

いえば「学風」の形成に資してきた可能性について，先に指摘した。この点からの評価につい

ても，先に示した 2つの視点を取り入れなければ，確定できない。 

これらの方向へも視点を広げることこそ，大学教授職の問題に限らず，今後の高等教育史研

究の重要な課題の一つになると思われる 25)。 

 

【注】 

 

1) それは，特定の大学出身者が自校卒業生である場合には，「自校閥」の問題となり，他校卒

業生である場合には，「系列校化」，「植民地化」の問題となる。 

2)  別の言い方をすれば，日本的雇用慣行の特徴の一つとされる，終身雇用型のキャリア形成

の問題といえる。 

3)  同論文は，天野（1997）のなかに，再録されていることを付記しておきたい。 

4)  戦前期の大学院は，特別の施設やカリキュラムもなく，大学卒業者の就職や留学の順番待

ちのための溜り場，あるいは徴兵延期の手段としてしか機能していなかった。 

5)  本文で以下に述べる要因の他に，第1次大戦後に確立していったとされる，新卒一括採用，

終身雇用制といった日本的雇用制度の影響なども考えられる。 

6)  中山（1975）は，「実用的科学観」から，「没価値的科学観」・「研究至上主義」にもとづく

「アカデミズム科学」・「科学のための科学」への転換，とも表現している。 

7)  このような官製の「明治アカデミズム」から，大正の「研究至上主義」への転換は，若手

大学教授職の選抜基準にも影響を及ぼすことになったと思われる。大正中期までの帝大教

授の選抜は，基本的には学部卒業席次を基準になされる傾向が強かった。しかし，大正中

期になると，帝大教授職の適性として，研究能力の比重が高まるとともに，その適性を測

る方法・手段も，大学成績より妥当性・信頼性の高い選抜基準へと，変化していった可能

性が高い。一例として，東京帝大経済学部では，大正 6（1917）年以後，論文審査と口述

試験による，若手教授職採用がなされるようになっていくからである。ただし，東京帝大

法学部のように，戦後にいたるまで，教授職採用は基本的には卒業成績をもとに決めつづ

ける学部も残存した。 

8)  しかし，それは助教授になるまでの待遇改善策にすぎないことに，注意が必要である。な

ぜなら，このアカデミック・プロフェッション養成経路に乗っても，政府の要職に就く機

会が増えるわけではない。また，民間企業なみの収入を手にすることができるわけでもな

いからである。こうしてみると，皮肉なことに，ここまで述べてきたような要因による帝

大教授職の魅力の低下は，逆に「拝官主義者」や「拝金主義者」を，アカデミック・プロ
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フェッションの世界から，退去させる結果をもたらした可能性がある。大正期に入って，

「研究至上主義」が花開く要因の一つは，そこにも求めることができると思われる。ここ

において，研究者としての心性を共有するという意味で，均質なアカデミック・プロフェ

ッション集団が形成された。だとすれば，明治 19年の「帝国大学令」で構想された，「研

究機能をあわせもつ最高学府」，つまり「ドイツ型の近代大学」作りは，アカデミック・プ

ロフェッションの心性においても，ようやく一つの完成形をみるにいったといえる。 

9)  もちろん，帝大教授のすべてが，この「エスカレーター式」ルートで養成されたわけでは

ない。しかし，その養成ルートに乗らない場合についても，帝大助教授・教授をリクルー

トするときには，高等教育キャリアが重視されるようになっていった。それは，表１の数

字をみても明らかである。 

10) それ以前の 1903（明治 36）年に出された「専門学校令」では，専任教員をおくことは義

務づけられていなかった。 

11) それら非常勤講師の都合を優先して，授業が全面的に夜間に開講されることも稀ではなか

った，という。 

12) それ以前は，どの私立大学でも教員は，専任・兼任を問わず，単に「教員」もしくは「講

師」と呼ばれていた。だから，教授会規定すら存在しなかった。 

13) なお，対比として，帝国大学における同系繁殖の進展の具合をまとめておくと，つぎのよ

うになる。(1)創設後約 5年で自校出身の助教授第 1号が誕生→(2)それ以降，助教授採用に

おける同系繁殖が急速に進行→(3)創設後約 15年で，自校出身の教授第 1号が誕生→(4)創

設後約 25年で，教授の半数以上が自校出身者の中からの採用となる。 

14) アカデミック・プロフェッションの後継者養成の重要な現代的問題としては，大学院の拡

大と，大学の常勤雇用職である助手（助教）職の縮小などにともなう，若手大学教員市場

の逼迫がある。これについては，潮木（2009，2011）や加藤毅（山野井編， 2007，305

頁）などが論じているので，ここでは詳しくは触れない。 

15) 具体的にいえば，(a)COE（中核的研究拠点）プロジェクト，科学研究費補助金などで雇用

される，リサーチ・アシスタント，テーチィグ・アシスタント，(b)「特任教員・研究員」

などの「定員外の教員・研究員」，(c)「プロジェクト雇用型のポスドク」，などである（小

林，2004）。 

16) つまり，戦後の，とくに近年における日本の高等教育の拡大は，教育面では，常勤教員の

増加以上に，非常勤講師の拡大によって担われてきたことになる。 

また，文部科学省『学校教員統計調査』の 2004（平成 16）年度のデータで補っておくと，

四年制大学の本務教員数は 159,724人，兼務教員（非常勤講師）数は 165,993人である。

兼務教員のうち 49,497人は，本務先が四年制大学となっている。そこで，その重複分を差
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し引けば，大学教員の実数は，本務・兼務あわせて 276,220人となる。そして，そのうち

の実に 42.2％（116,496人）が，四年制大学には所属していない，兼務教員によって担わ

れていることになる。しかも，それら兼務教員のうち54.8％，四年制大学教員全体の23.1％，

実数にして 63,810人が「本務なし」，つまり非常勤講師だけを職業としている人たち，と

いうことになる。 

17) それは，ポスト・ドクトラル・フェローシップ（特別研究員制度），さらには任期制の助手

にも当てはまる。 

18) 戦前期においては，このような身分不安定さを解消し，大学教員の魅力を回復することも

一つの要因となって，上の大学教授職ポストに繋がった，常勤の下級教授職（junior 

faculty）が整備されていったことは，先に指摘したとおりである。 

19) とくに最近の非常勤講師市場においては，大学で正規の職をもっているか，博士号を取得

していることが，採用条件として求められる傾向にある。つまり，一昔前のように，博士

課程在学中に非常勤講師を行う機会が減少している。だから，非常勤講師として教育経験

を積む機会は，ポスドク以後に限られる傾向にある。 

20) 研究型ポスドクのなかでも，非常勤講師の職に就いている人は，データがないので正確な

数字は分からないものの，少なくない可能性はある。さらに，とくに文科系研究者などの

場合は，研究型ポスドク職の地位に就けなくとも，非常勤講師の合間に，細々とではあっ

ても，研究活動をつづけることは可能だと思われる。 

21) これは，大学教授市場において，昇進や退職で空きポストが生じた場合に，大学外部から

の人材で埋める傾向，つまり外部労働市場から人材を調達する傾向が強まっている。そし

て，その分だけ，内部労働市場からの採用が縮小していることを示唆している。別の言い

方をすると，たとえば教授を採用する場合には，助教授など，下の職階にいる大学教員か

ら昇進させるより，大学以外の職業従事者から補充する傾向が強まっている。その分だけ，

助教授職滞留者は増加するが，そこでの採用もまた，大学外部からの補充が拡大している

ことになる。新規学卒者（「学部新規卒業者・大学院新規修了者」）も，内部労働市場の方

に属するとみなせば，講師職・助手職でも，「新規学卒者以外」からの採用が増加している。

これらの結果，若手研究者にとって，大学教員市場の門戸は，ますます狭まっている。 

22) ただし，正確な前職が把握困難な「その他」が，大学教員全体でみた場合に，50.0％を占

める点には，注意が必要である。 

23) ブルデューの指摘は，フランスの大学についてのものである。日本の状況について，竹内

洋（2008，7-20頁）は，つぎのように指摘する。まず，竹内は，「大衆の常識になかにあ

る文学や哲学，社会学」，「誰でも社会学者であるというときの哲学や社会学」を「フォー

ク人文社会学」と呼ぶ。また，「メディアをつうじて大衆を受け手とする言説群」を「メデ
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ィア人文社会学」と呼ぶ。そして，日本においては，「浅田彰の『構造と力』（勁草書房，

1983年）を代表作とした 1980年代のニューアカブーム」が，「ジャーナリズムをみおろし

ていた旧来のアカデミズムを特権的位置から引きずりおろし，メディア人文社会学を誕生

させた」。その後，「フォーク人文社会学とメディア人文社会学，ジャーナリズムの複合支

配の中で，学者がメディア人文社会学にすりよるうけ狙いのポピュリズム化の危険はます

ます大きくなっている」，と指摘している。つまり，フランスと同様に，現在の日本でも大

学界が攪乱されていることになる。ただし，竹内はつぎのように指摘することを忘れてい

ない。日本における「いまの人文社会科学系学問の危機は大衆社会のなかでの学問のポピ

ュリズム化，つまり学問の下流化と，こうした大衆的／ジャーナリズム的正統化の時代の

なかで，ういてしまう学問のオタク化である。人文社会科学系学問のオタク化とは専門学

会内部，それも一部会員だけの内輪消費のためだけの研究という自閉化のことをいう。か

くて認識の明晰化の手段であったはずの方法や技法の洗練への志向が，知的大衆や他の学

会からの侵犯を許さないための『自己防衛』や学会内部の『知の支配』の手段のようにな

ってしまう荒廃も生じている」。「学問の洗練という名で実のところは異端と多様性を排除

する『知の官僚制化』が進んでいる」，という。竹内（2011，2012）の最近の著作も，以

上のような問題関心が一つのモチーフになっていると考えられる。 

24) 戦後の歴史としてみれば，それは，2005（平成 17）年に改正された「学校教育法」によっ

て，研究助手を他の助手と区別して，助教に名称変更される以前の助手職の状況に匹敵す

る。そこには，(1)研究助手，(2)実験助手，(3)事務助手，(4)臨床・研究助手といった，質

的に異なる多様なタイプの助手が混在していた。そして，それも一因となって，「助手問題」

という，この職階に特有の問題が生じ，最終的には「助教」職の誕生にも繋がるからであ

る（岩田，2011，第 5章）。 

25) 天野郁夫（2009）のとくに最近の著作は，それらの視点を取り込みながら，日本の高等教

育の通史を描き出そうとした試みの一つと思われる。 
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戦争と大学 

－私大の経営行動から見えてくるもの－ 

 

伊藤 彰浩 

(名古屋大学) 

 

１．はじめに 

 

 ちょうど 20 年前の 1992 年の研究員集会のテーマは，当時の大学教育研究センター創設

20 周年を記念しての「高等教育研究の回顧と展望」というものであった。そのなかで筆者

は高等教育にかかわる歴史研究のレビューを担当し，その研究動向とともにそこに見いだ

された「回顧と展望」を報告させていただいた。 

 今回のセンター創設 40 周年にちなんでの集会では，セッションの企画者の依頼に基づ

き次の内容に触れた。まず，最近筆者が研究している内容についての報告，すなわち戦時

期から戦後占領期にかけての私立大学の経営行動についてである。そして 2 つめに，歴史

研究に関わっている者として感じている，高等教育史研究が現在直面する課題についてで

ある。ただし，本稿では前者の内容に重点を置き，後者については最後のまとめの部分で

簡単に触れることにしたい。 

 

２．研究の紹介－戦争と私立大学  

 

２．１．問題意識 

 「戦時期は私大にとって“苦難の日々”だったのか？」というのが，今回お話しする筆

者の研究の，基本的なリサーチクエッションである。 戦時期に政府・軍部による統制や応

召・動員によって，大学教育が踏みにじられ，多大な苦難と犠牲が生じた，というイメー

ジはかなり定着している。しかしこれは当時の私大についての過不足のないイメージとい

えるのだろうか。念のため断っておけば，筆者はこのようなイメージを否定し，戦争によ

る苦難と犠牲が幻であったなどと言いたいわけではない。むしろ，これまで全くといって

よいほど目を向けられてこなかった側面を見ることで，別の姿もみえてくるのではないか，

すなわち，私立大の経営という側面をとりあげ，戦時期から戦後直後の時期までの私大の

姿を探ることで，従来の戦時期の大学像とは違うものもみえてくるのではないかと考えた

のである。 

 上述のような問題意識をもつにいたった背景はいくつかある。最初のきっかけ大学院生

だった時代にまでさかのぼる。たしか修士課程に入学してさほど時間がたっていなかった
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時期に手に取った天野（1974）は，筆者に衝撃的といってもよい影響を与えた文献である

が，そこで戦時期にふれた部分で，戦時期を日本の高等教育の量的拡大期のひとつにあげ

ていたことが，なぜか印象に残ったのである。「暗黒の時代」とみなされていた戦時期と高

等教育の成長とはどう結びつくのか。もちろん，戦時景気などの背景があったことは理解

できた。しかし何かしらの違和感は残った。そして，次第に本格的に戦時期を研究対象と

したいと考えるようになっていったのである。 

 もうひとつの背景は，これはかなり近年のことではあるが，教育史以外の他領域のいく

つかの戦時期研究からの刺激である。それらの研究が共通して批判していたのは戦時期社

会が軍国主義一色に塗りつぶ

されていたというイメージの

一面性であった。たとえば古 

川（2001）はこれまで戦時期

に主要な政治アクターではな

かったと考えられていた帝国

議会の重要性を明らかにした。

また佐藤（2002）は戦時期が

出版業界のバブル時代であっ

たことを描き出している。こ

のような戦時期に対する見方

を改めるうごきがかなりでて

いたにもかかわらず，高等教

育史研究が描く戦時期は概し

て旧態依然としたものであり

続けていた。そのギャップの

大きさから，高等教育につい

ての戦時期イメージも再検討

する余地があるのではないか，

と意識するようになってきた 

のである。               

 さらなる背景－このことは 

この研究に着手した後になって 

次第に意識してきたのであった 

が－は，戦時期と戦後との従来 

の時期区分に異論をもつようになったことである。1945 年に境界線を引き，戦時期研究と

戦後研究に分断することによって見えなくなっているものがあるのではないか，二つの時

出典：各大学史料および国公立文書館所蔵史料 

注：データの欠落した部分は点線で補間している。 

     図１ 収入総額（当年価格，1933-1945） 
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期の間には断絶よりもむしろ連続性があるのではないか，と強く思い始めたことである。

このように戦時期と戦後占領期を連続したものとしてみる可能性を意識することによって，

戦時期をとりあげることの意味は筆者にとってさらに大きくなってきたのである。 

 

２．２．知見 

 それでは，これまでのところ，どのような知見が得られているのか。以下，伊藤（2008，

2009，2011，2012） に基づいて，その概要を紹介しよう。その結論を一言で言えば，“戦

時期＝私大にとって「苦難」の日々”というイメージは事実の半面しかみていない，とい

うことである。 

 以下では，これまで得られた 5 点の主要な知見を順に述べていこう。なお，以下では戦

時期を日中戦争勃発（1937 年）から敗戦（1945 年）までとし，そこを 3 つの時期，すな

わち 37−39 年を「初期」，41−42 年を「中期」，43−45 年を「末期」と便宜上区分している。 

 また，戦時期

については，資

料の制約が大き

く，それが得ら

れた大学や年度

が限られること，

またとくに財務

情報など資料の

中身の信頼性に

疑問があるもの

がすくなくない

ことはお断りし

ておかねばなら

ない。この問題

を完全に解決す

る手立ては無い

と言わざるを得

ないが，資料を

多面的に分析す

ることなどによ 

って，この障碍 

を多少でも軽減 

していくしかないと考えている。 

出典：各大学史料および国公立文書館所蔵史料 

注：データの欠落した部分は点線で補間している。 

図２ 資産総額の推移（当年価格，1933-1945） 
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① 順調な経営と志願者バブル 

 戦時期の，43 年末くらいまで，すなわち戦時期初期・中期において，大半の私大は良好

な経営状態にあった。図 1 と図 2 は当時の私大の収支決算書等をもとに，それぞれ収入総

額と資産総額の推移を示したものである。それらの数値が戦時期に低下した大学はごく例

外的であり，大半の大学で増加させていた。すくなくとも，戦時期にはいってそれらの数

値を大幅に低下させた大学は，データが入手できたところに関して言えば皆無である。た

だし，戦時期はかなりのインフレ期でもあったので，物価を調整してみると（図は示して

いないが），横ばいか，ゆるやかな低下傾向をみせるようになる。とはいえここでも戦時期

前期・中期に数値が大きく低下する大学は見当たらない。 

 上述のような私大の概して順調な経営をもたらした最大の原因は志願者・入学者の動向

にあった。高等教育進学希望者の膨張は“バブル”状況といってよいほどであった（図 3）。 

志願者数は 1941 年頃から

急増し，44 年がピークにな

る。45 年に志願者数が急減

したのは，空襲の激化など

戦況悪化の影響もあっただ

ろうが，主には入試実施方

式の変更によって学生が受

験できる校数が制限された

ためであった可能性が大き

い。 

 志願者増加は多様な要因

の複合によっていたのだろ

うが，そのなかでも主たる

要因は中等教育の顕著な拡

大とともに，徴兵猶予措置

や幹部候補生制度などの徴

兵に関わって高等教育進学

者に与えられた数々の特権であったと思われる。いずれにせよ，この時期はほぼすべての

私大が定員を上回る志願者を持ち得たおそらく初めての時期であり,また学生からみれば

空前の入学難時代であった。そして大半の私大はそれらの志願者たちを受け入れ，自らを

大きく成長させていったのである。 

 

②戦時期末期の状況 

  ただし，私大の在学生数に大きな影響を与えることになったのは，1943 年 10 月に発表

出典：『文部省年報』各年度版 

   図３ 志願者と入学者（全高等教育機関，1933-1945） 
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された「教育ニ関スル戦時非常措置方策」である。この｢方策」は在学者の徴兵延期措置停

止とともに，とくに私学に対しては文系大学の専門学校転換，文系定員の大幅減，各校の

統合整理などの実施を求めるものであった。そしてその実施によって，いわゆる「学徒出

陣」がなされ，私大の在学者数の減少（とくにこの時期に文系領域では出征による休学者

が激増した）が生じたのである。 

 出征と勤労動員により学生が大学

キャンパスから消えた戦時期末期に

は，学生減により授業料収入が減少

した私大は少なくない。しかし他方

で，私大は政府の開始した各種の助

成政策の恩恵を得たのみならず，す

くなからぬ私大が，それまでの学生

増によって得ていた利益の蓄積，国

策に沿った積極的経営，教職員の大

幅な整理，戦災保険金収入などによ

って，これまた概して経営体として

は順調であり続けていた。 

 そのうち，政府の私学補助につい

ては先述の「教育ニ関スル戦時非常

措置方策」において，1)理系機関の拡充および文系機関から理系機関への転換に要する費

用の補助，2)理系機関および統合した文系大学の経常費の補助，3)他機関の学生を委託さ

れた機関の経常費の補助，4)文系機関において精神科学研究の研究施設経費の補助，5)本

措置に伴う退職者への職業転換資金及び退職金の補助，がおこなわれることになっていた。

45 年度の各大学の総収入に対する政府補助金の比率を図 4 に示したが，理系を中心にその

比率が相当に高い大学がみられる。 

 また，教職員の削減については，この時期に，たとえば関西学院大ではすべての専任教

員から辞表を預かり，そのうち約 2割の教員を解雇し（関西学院百年史編纂事業委員会編，  

1997，591 頁），関西大では予科・学部で 3 分の 1，専門部で 2 分の 1 の専任教員を解雇

し（関西大学百年史編纂委員会編，1986），さらに法政大では「学校整備ノ為」ないし「教

育非常措置ニ関シ」という理由により，120 人の教員のうちに 20 人が退職している（法

政大学戦後 50 年史編纂委員会他編，1998，473-476 頁）。概してこの時期は，経営側によ

る教職員の馘首はかなり容易であったといわれる（日本私立大学連盟編，1972）。 

 戦時期末期には応召と勤労動員により，大学は一部の理系分野を除いて，ほぼ教育研究

機関としての機能を停止していたが，財政的には“苦難”ばかりではなかったようである。 

 

出典：各大学史料および国公立文書館所蔵史料 

     図４ 政府補助金比率 

     （対収入総額・1945年度） 
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③政策と私大 

 キリスト教系などの一部の私大が苛烈な政府の介入を受ける場合もみられたにせよ，概

して政府の私大経営への介入能力には限界があり，また政策が実質的に骨抜きにされた場

合も少なからずあった。「教育ニ関スル戦時非常措置方策」では，私大は大幅な文科系定員

の削減をすることになっていたはずであったが，同志社の経済専門学校では，定員半減の

はずだったが，その後も新入生を「依然として旧定員で入学させ」，そのことを「文部省も

とがめ立てしなかった」（上野編，1979，1065 頁）。立命館大学では，大学の授業を「廃

罷」し，専門部レベルの課程のみを存続させることにしたはずであったが，しかし大学で

は新入生を入学させつづけた（立命館百年史編纂委員会編，1999，779 頁）。明治大学で

は専門部の 2 学科を募集停止することしたが，実際には募集を継続した。「文部省は，何

故か本学の文科に対して寛容」であったのである（明治大学百年史編纂委員会編，1994，

289 頁）。  

 ときに私大勢力は政府の主要政策を撤回させることすら可能だった。たとえば 43 年末

に立案された国民学校令等戦時特例案は，文部省に私立学校の整理統合等の命令権を与え

る勅令案であったが，これに対して私立大学は共同歩調をとって強く抵抗した。とくにこ

の勅令案が審議された枢密院では，元中央大学学長の枢密顧問官林頼三郎が「広大無比ノ

権限ヲ監督官庁ニ与ヘントスルモノニシテ文教ノ本質ニ鑑ミ適当ナラザルノミナラズ濫用

ノ虞アリ」「少クモ大学ニ付テハ専ラ当事者ノ自発的話合ニ任スベシ」などと執拗に反対意

見を述べたのは象徴的といってよいだろう 1)。このように林が反対できたのも，私大勢力

の政治力が背景にあってこそであった。結局のところ，この勅令案は廃案に追い込まれる。

政府の力は戦時期においてさえ万能ではなかったのである。 

 さらに「教育ニ関スル戦時非常措置方策」では私大の統合やその専門学校への転換がな

されるべきことが述べられていたが，結局のところ，他大学との統合は 0 件，専門学校へ

の転換は 1 校のみであり，学部の削減・統合をおこなった大学は「すべてミッション系の

学校」（豊田，2008，246 頁）であった。戦時期の私大の行動の自律性と影響力も一般に

考えられているより大きいというべきである。 

  

 ④敗戦後の財政難 

 このように戦時期が，その末期に教学面では機能停止状態にあった反面で，財務面で比

較的めぐまれた状態にあったとすれば，戦後初期には，占領軍の保護のもとでかなりの行

動の自由度をもちつつも，極度のインフレと新制大学への移行費用捻出のため，大半の私

大が深刻な財政難に陥る。財政面で言えば，戦時期よりも戦後期のほうが大変な時代だっ

たのである。 

 たとえば，後に同志社総長をつとめた大塚節治は，自らの日記をもとに 48 年〜49 年の

同大学の様子をつぎのように回顧している（大塚，1977，378 頁・397 頁）。すなわち， 
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48 年には「俸給支払日頗る不規則になった。…5，6，7 の 3 ヵ月分は 7 月に 8，9 の 2 ヵ

月分は 9 月に一括して支払われた。その間学校は一部の支給をしたこともある」。さらに

翌 49 年においても「俸給の支給は昨年度と同様に不規則であった」。おそらく多くの大学

が同志社と同様な状態にあったと思われる。 

 図 5 には各私

大の資産総額の

戦時期から戦後

期にかけての推

移を示した。イ

ンフレによる総

額の増加がきわ

めて大きいため，

図は対数目盛を

とり，また物価

指数で調整した

1960 年価格で

表示している。

すでにみたよう

に戦時期には概

して堅調な推移

をみせているが，

戦後には一転し

て資産は急減し，

50 年代半ばに

いたってようや 

く戦時期のレベルを回復することになる。図は示していないが，収支データから収支比率，

債務償還費比率，また資産データから借入金比率をそれぞれ算出したところ，各指標は大

半の大学で戦時期から戦後期にはいるとともに大幅に悪化している。 

 

⑤進学需要と私大の量的拡大 

 そうした戦後の私大を救ったのは，戦時期から引き続き旺盛な進学需要であった。入学

志願者数は敗戦前後にいったん減少するが，すぐに回復する。そのことが，量的拡大によ

り財政難からのサバイバルをはかろうとする経営行動を，多くの私大にとらせることを可

能にした。ふたたび同志社の例をあげれば，先述の大塚の回顧録にはつぎのような記述が

みいだせる。 

出典：各大学史料および国立公文書館所蔵史料 

注 ： 網掛け部分は戦時期 

出典：各大学史料および国公立文書館所蔵史料 

注：網掛け部分は戦時期 

        図５ 資産総額の推移（1960年価格） 

 

 

－ 91 －



49 年 12 月 3 日 午后 4 時より 6 時に至り有隣館大教室にて大学教授の大会，総長に

よりて召集される。来学年度入学許可，定員の約倍数となすの案諮問（実数 2,500 人），

財政上やむを得ざるものと認め，これを諒承した（大塚，1977，412 頁）。   

 

実際に 50 年 4 月に入学した学生数は定員の 3 倍近い人数であった。いずれにしても

同志社のみならず，多くの私大でかなりの定員水増しが横行するようになっていったの

である。戦時期以前には私大はそもそも定員を満たす入学者を確保すること自体に苦労

していた。しかし戦時期には，先述のような志願者増のなかで定員を越える学生を入学

させられるようになるが，42 年に政府は通達を出し，そうした現状を批判し，私大に

入学定員厳守を求めた 2)。 

 

 

 

 

 

 

注：旧制は学部・予科・専門部の合計，新制は学部のみ。データの出典は各大学の沿革史・資 

  料集。ただしそれらの出典に 1948年度までのデータが無い場合には『文部省年報』のデ 

  ータを利用した。データの欠落した部分は点線で補間している。網掛け部分は戦時期。 

         図６ 私大在学者の推移（1935-1960） 
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しかし敗戦とともにその規制は有名無実化したと思われる。図 6 に示したように，45

年以降，いくつかの大学は急激な在学者数の増加をみせているからである。そしてそれが 

戦後の私大の顕著な拡大の端緒となったのである。 

 

２．３．インプリケーション 

 以上の知見がもつインプリケーションとして次のようなことが挙げられるだろう。 

 第 1 に，戦時期の私大や社会の多面性があきらかになったことである。従来述べられて

きた“統制”と“苦難”だけではとらえられない側面が存在していたことは間違いない。

危機はチャンスでもあったというべきである。 

 第 2 に，戦前期の政府と私大との関係について再検討の必要があることも明確になった。

これまでの見方は政府による統制の側面を強調し過ぎていたのではないか，また私大のパ

ワーを軽視し過ぎていたのではないか。強圧的で，かつ万能な戦時期の政府イメージは高

等教育に関わっても再考される必要がある。 

 そして第 3 に，戦時期から戦後期を連続してみる視点の重要性である。大学を含めた高

等教育機関の量的拡大はほぼこの 2 つの時期をまたがってほぼ間断なく進行していた。敗

戦直後の時期の拡大は戦時期のそれの延長上にあったといってよい。さらに繰り返して述

べてきたような戦時期の“統制”と”“苦難”のイメージが戦後の私立大の扱いに影響した

可能性もある。戦後の私大は戦時期のイメージを戦略的に用いたともいえるのかもしれな

い。 

  

３．おわりに－高等教育史研究の課題   

 

  以上は，最近筆者がおこなった研究の紹介であった。以下ではそのような研究をすすめ

るなかで考えてきた高等教育史の課題について述べることでまとめにかえたい。 

 ここで参考になるのは，教育社会学者の広田照幸氏の議論（広田，2006）である。広田

は教育社会学における歴史研究が直面する危機を，「研究のアクチュアリティの欠如，好事

家的な研究の蔓延」にみる。そこにおける歴史研究者の「問いの空洞化」とともに彼らの

「あえて現代に背を向ける」姿勢を批判する。そしてそもそも，グローバル化のすすむな

かで「一国内の要因を中心にした歴史的変化をたどるスタイルの研究」の意義そのものも

もはや自明ではないとも指摘する（広田，2006, 151 頁）。 

 ここで述べられていることは高等教育史にもそのまま当てはまるであろう。そもそもわ

が国での高等教育研究のパイオニア的研究者たちは，その多くが歴史研究を手がけてきた

（伊藤，1993）。その伝統もあってか高等教育研究者のなかで「歴史は重要である」とい

う意識が依然として存在しているように思える（今回の研究員集会の企画もそのあらわれ

のひとつであろう）。しかし，そうした期待に応えるような歴史研究が近年生み出されてき
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たかというと，はなはだ心許ない。もちろん優れた業績はいくつかあるにせよ，かつての

先達が生み出したような歴史研究者の範囲を越えた大きなインパクトをもつ研究は近年あ

まり見当たらないように思う。 

「好事家的研究で何が悪い」という声も聞こえてきそうである。確かにそうかもしれな

い。しかしそういう研究ばかりになってしまってよいとも思えない。歴史研究は時間がか

かるわりに，成果を出せない，ともいわれる。これも確かにそうである。しかしこのこと

は歴史研究だけに当てはまるわけではない。「眼前の社会の課題を的確に歴史研究に反映さ

せるセンスの良さ」（広田，2006, 151 頁）をもち，歴史を介して今をみせるような作品を

生み出すこと，そうした高等教育史研究がいま求められているのであろう。 

 

【注】 

 

1)「国民学校令等戦時特例外一件第 6 回審査委員会」（昭和 19 年 1 月 17 日）および「国

民学校令等戦時特例外一件第 8 回審査委員会」（昭和 19 年 1 月 19 日）『枢密院委員会

録』（国立公文書館蔵）。 

2) 文部省専門学務局長通牒「学生生徒定員ニ関スル件」1942 年 1 月 27 日（拓殖大学百

年史資料編集委員会編，2003，366 頁）。 
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国際比較の視点から見た高等教育の費用負担 

 

 

小林 雅之 

（東京大学） 

 

１． 前口上 

 

 私は，比較教育を専門としていない。研究のアプローチとしては教育社会学と教育経済学に

より，研究領域として高等教育を対象に，政策志向の実証研究（政策分析，統計分析，国内外

現地調査）を続けてきた。自分の研究の中で必要に応じて，あるいは周囲の要請によって，国

際比較研究をしてきたというのが実態に近い。このため，広島大学高等教育開発センターから，

国際比較のテーマで報告の要請を受けたときにはとまどったが，こうして報告をまとめること

は，自分の研究を振り返るいい機会になった。機会を与えていただいた関係者の皆さんに感謝

申し上げる。 

 国際比較を志向していた訳ではないが，研究を続けるうち，一つは海外の研究から多少なり

とも分析方法を取得したことと，もう一つは海外現地調査を続けたことで，幾らか得るものが

あった。少しでも読者の参考になればと思い，あえて披瀝することにした。 

 

２． 私の国際比較研究のあゆみ 

 比較教育学が専門ではない私であるが，国際比較研究は，自然と研究の歩みの中で，いつし

か次第に一つのアプローチとして実践していくこととなった。それを辿っていくと以下のよう

なものである。 

 

（１）教育と経済成長の国際比較 

 国際比較研究に初めて出会ったのは，教育と経済成長，職業構造と教育の関連の国際比較で

あった。この研究は，たとえば，Bowman & Anderson（1968）に示されているように，教育

水準と GNP を比較して教育が経済成長に寄与していることを明らかにしようとするものであ

る。この研究は 国際的にもOECD から多くの研究が出され，わが国でも潮木守一（1973）『近

代大学の形成と変容』が刊行されていた。ちょうど，潮木先生は 1974年に東京大学教育学部

－ 109 －



の集中講義で学位論文の一部としてこの問題を講義されており，理科から教育学部に進学して

学士課程 3年生になったばかりの私にとっては，統計分析を用いた新鮮なアプローチで，文科

系でもこういう分析方法もあるのかと目から鱗の思いだった。 

 さらに，1976年，修士 1年の時，アジア経済研究所の金子元久先生の研究会に参加させてい

ただいた。研究会の成果は，金子元久編（1983）『アジアのマンパワーと経済成長』としてま

とめられたが，私にとっては，研究を進めていくうちに，マクロな国別統計分析による国際比

較の難しさと限界を痛切に感じざるを得なかった。こうした国際比較による経済成長と教育の

関連は，相関関係ではあっても因果関係ではない。つまり，教育によって経済が成長するとも

言えるが，逆に経済成長によって教育水準が上がるとも言える。また，この二者の関連は把握

できてもそれ以外の要因との関連を総合的に分析することはかなり難しい。実際，このマクロ

国際比較研究はその後，あまり進展していないように見える。ただし，マクロ統計分析の導入

として，とりわけ初学者には有効な題材であるので，放送大学教材（金子・小林，2000）や学

士課程の授業では現在でも取り上げている。 

 

（２）国際比較アンケート調査 

 次の国際比較研究は，1979年の日本青少年研究所「日米高校生比較調査」に参加したことで

あった。ついで，1981年には，日本青少年研究所「日米大学卒業生追跡調査」に参加した。こ

れらの調査で，初めてアメリカの研究者と調査票について検討することになったが，日米の文

化差，とりわけ，日本側のイエス・テンデンシーやワーディングの相違といった問題に突き当

たった。日本では当たり前の質問がアメリカでは意味をなさないと言って削除されたりした。

国際比較アンケートの難しさを痛感し，その後，こうした国際比較研究（アンケート調査）は，

私自身は実施していない。このようにマクロ統計分析もミクロ統計分析も国際比較の難しさを

痛感して，その後，しばらく国際比較研究をすることはなかった。 

 

（３）教育と職業のリンク 

 転機となったのは，1990-91 年にスタンフォード大学 CERAS（Center for Educational 

Research at Stanford）の客員研究員として，渡米したことであった。ここでは，教育と職業

のリンクを分析するプロジェクトが進行中であった。このプロジェクトで興味深かったのは，

教育機関で修得されるスキル（知識・技術）と職業遂行に必要なスキルの対応関係を明らかに

するため，アンケート調査やインタビュー調査では限界があるとして，学校と職場の参与観察

に経済学者・社会学者だけではなく，心理学者に文化人類学者を加え，蓄積されたデータを分

析するという試みを行っていたことだった。しかし，ここでは，膨大なデータベースを分析す

るのを見聞きし，フィールドワークの難しさを痛切に感じることとなった。この教育と職業の

関連については，他の多くの研究者が取り組んでいたこともあり，その後研究から遠のいてい

った。 
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（４）マス化と教育費負担 

 帰国後に，高等教育のマス化プロジェクトに参加する機会を得た。喜多村和之先生を中心に，

当時の高等教育研究の錚々たるメンバーが集結していた。金子先生は，歴史研究+比較研究の

立場で報告をされており，日本の高等教育へのマス化論（大衆化論）の適用の限界を指摘され

ていた（金子，1993）。「アメリカでは」という言い方をする国際比較の危うさを諸先生方から

お聞きするにつけても，自分の経験ともあわせて，日本の独自の分析視角をもつことが重要だ

と思い始めた。 

 これと並行して，1992-2000年まで，矢野眞和先生の教育費負担のプロジェクトに参加し，

アメリカの研究を検討するとともに，授業料と奨学金の統計分析を行った。矢野先生のオース

トラリアのHECSや丸山文裕先生のアメリカの授業料と奨学金など，特定のテーマで比較する

ことの有用性を学んだ。 

 

（５）海外現地調査と国際会議 

 こうして，曲がりなりにも国際比較研究を続けていくことになったのだが，そのうち，海外

の現地調査を実施する機会に恵まれ，様々な調査に参加，あるいは自ら実施した。特に，学生

支援に関しては，何度も計 8カ国を調査し，小林編（2012）としてまとめることができた。ま

た，こうした成果を中心に幾つかの国際会議を開催したり（Kobayashi（Ed.），2008；東京大

学，2011；小林・劉編，2012；Kobayashi & Liu（Eds.），2012など），国際会議で発表して

（Kobayashi，2012a；Kobayashi & Liu，2012など），各国の研究者と交流できたことも視野

の拡大にはたいへん有意義であった。 

 

（６）海外のローデータ分析 

 こうした海外現地調査だけでなく，海外の調査のローデータの分析が次第に可能になったこ

とも国際比較研究を大きく進展させた。特にアメリカのNCES（National Center for Education 

Statistics）の多くのデータが利用可能になり，とりわけ，IPEDS （Integrated Postsecondary 

Education Database）の分析・報告を行ってきた（小林・浜中・島，2002）。 

 

３． 比較教育研究のアプローチへの示唆 

 

 以上のようなつたない国際比較の研究の歩みであったが，そこから得られたものは次のよう

なアプローチへの示唆である。国際比較の研究者にとっては，当たり前のことかもしれないが，

私にとってはいつも念頭に置いていることである。 
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（１）空間比較と時間比較 

 図１は，高等教育のマス化の比較を例に，国際比較を空間比較と時間比較に分解したもので

ある。マス化の発生した時期は，アメリカ，日本，中国ではそれぞれ異なっている。従って，

マス化を比較する際には，国際比較（空間比較）だけでなく，歴史比較（時間比較）を常に念

頭に置かなければならない。それだけのことだが，時間間隔が短期間になるほど，この点は忘

れやすい。これは，コホート分析では，アイデンティフィケーションと呼ばれる問題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）メガトレンドを押さえることの重要性 vs 最新動向の情報提供 

 もうひとつの重要だと思

うことは，メガトレンドを押

さえることである。日本以外

の各国では，急速な高等教育

改革が進展しており，制度は

めまぐるしい変化をしてい

る。このため，トレンドを追

うだけで精一杯になりがち

で，政策担当者やマスメディ

アなども最新の状況を知り 

図 ２ 各国の授業料／奨学金政策       たがる。これに応じた最新情

報を提供していると，視野が時間的にも空間的にも近視眼的になりがちである。  

 私が考えるメガトレンドの例として，教育費負担の変化を検討する。学費の家計負担は，授

業料と給付奨学金の組み合わせにより変化する。ここでは，この組み合わせについて図２のよ

うに 4つのタイプに分けて考察する。この図は授業料と奨学金の関連を概括的にみるための図

式であり，実際の推移はより複雑であり，例外も多いことをお断りしておく。まず，第一に，

近代大学の多くは，高奨学金／低授業料政策からスタートしたと見ることができる。これは，

大学が何より 国家須要の人材すなわちエリート養成をその任務としていたからである。多くの

ヨーロッパの国立大学やイギリスあるいは中国の大学もこうした手厚い学生への経済的支援シ

図 １ 比較のベクトルの分解 高等教育のマス化 

 

－ 112 －



ステムを持っていた。また，現在でも北欧の大学の多くはこうした特性を保持している。 

 しかし，大学が拡大するにつれて，高給付奨学金の財政負担は困難となり， エリートからよ

り一般的な専門職の養成と高等教育機会の提供が大学の中心的な役割となるにつれて，低授業

料／低奨学金政策に移行すると考えられる。アメリカの公立大学とりわけ公立 2年制大学（コ

ミュニティ・カレッジ）はこうした性格を持っている。また，かつての日本の国公立大学もこ

のタイプに入れていい。さらに，高等教育に対する需要が拡大するとこれに対応するために私

立大学が登場する。これらは高授業料／低奨学金政策をとることになる。日本や中国の私立大

学がこのタイプに入る。  

 これに対して，近年英米各国で生じているのは，高授業料／高奨学金政策である。定価授業

料を高額に設定し，同時に給付奨学金を提供する政策である。この背景には，各国とも公財政

の悪化と市場化への移行がある。 

  これを教育費の負担という観点から見ると，図３のように，低授業料・高奨学金政策は，最

も公的負担が重く，低授業料／低奨学金政策は，公的負担を減少させ，公私の費用負担の分担

への移行と言える。                   

これに対して，高授業料政策は，

教育費の負担をさらに公的なも

のから私的負担へ移行させよう

という動きであり，こうした動き

は，高授業料／低奨学金政策で最

も顕著になる。 

 これらに対して，高授業料／高

奨学金政策の費用負担から見た

特徴は，教育費の負担の分化であ

る。これは，定価授業料を高額に 

図 ３ 授業料／奨学金政策と教育費の負担      設定し，学生一人ひとりに異なる

給付奨学金を提供することによって，負担を個別化させる政策である。特に，大学自身が，大

学独自の奨学金でディスカウントする政策が，1980年代のアメリカの私立大学に始まり，現在

では，公立旗艦大学でも広く普及している。たとえば，ハーバード大学では，定価授業料は約

5万ドル（寮費など含む）だが，給付奨学金が平均 4万ドルのため，実質は平均 1万ドルとな

っている。この場合，あくまで平均であって，純授業料は学生ごとに異なっており，ゼロから

5万ドルまで可変ということが重要である。 

 しかし，高授業料・高奨学金政策には大きな問題点がある。大学が獲得したい学生は多くの

場合，なんらかのメリット（学業優秀，スポーツ優秀など）を持つ学生であり，大学独自奨学

金は学生の経済的必要性に応じたニードベースではなく，メリットベースになりがちである。

このため，奨学金が教育機会の拡大に貢献しないという問題が生じている。 
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 このように，各国は大きな流れとしては，グラントからローンへと移行をしている。もとも

とグラントがなく，奨学金と言えば給付奨学金ではなく貸与奨学金を意味するわが国はこの点

では最先端を走っていると言ってもいい。しかし，メガトレンドとしては，グラントからロー

ンへの移行が進行しているが，各国とも，再びグラントを重視する政策を打ち出し始めている。 

 まず，アメリカでは，1960 年代以降，グラントが連邦学生援助の中心であったが，1990 年

代に連邦グラントより連邦ローンの金額の方が多くなり，機会均等とローン負担が問題化した。

このため，ブッシュ政権（第 2期）とオバマ政権はグラントを重視に転換し，特にオバマ政権

は連邦政府の最大のグラントであるペル奨学金を大幅に拡大した。 

 イギリスの場合には，改革につぐ改革で，政府のグラントとローンの問題もその例外ではな

い。1998年に授業料が導入された時に，それまでのローンとグラントが半々だったのを，グラ

ントを廃止してすべてローンとした。しかし，2004年にはグラントを復活した。さらに，2006

年の改革では，法定授業料（2,700 ポンド）以上を課す大学は，最低 300 ポンドの大学独自奨

学金（bursary）を提供する義務を課した。その後，政府のグラントは大幅に拡大したが，2010

年の政権交代後にはさらに 3倍の授業料値上げがあり，大学独自奨学金や政府のグラントも拡

大している。 

 中国でも 1990年代にローンを大幅に導入したが，2000年代に入り，グラント（国家奨学金・

国家助学金・国家励志奨学金）を強化している。 

 韓国も 2006 年までローンを大幅に拡大したが，2008 年には所得連動型ローンだけでなく，

生活保護世帯，地方出身者などを対象としたグラントを導入した。日本と並び授業料減免以外

にはグラントがなかった韓国でもグラントが導入され，主な国で学士課程の段階でグラントが

ないのは日本だけになったのである。 

 こうしたグラントの再重視の政策への転換の背景にあるのは，ローン負担問題とローン回避

問題である。各国ともローンの貸出額が多くなるにつれ，ローンの負担感が強まっている。ロ

ーンが有利子の場合には，返済総額は借入額より多くなる。したがって，学費の軽減といって

も，実際には総額は多くなり，将来に返済を延ばしたに過ぎない。このように，有利子ローン

の場合には，複雑な金融知識と長いスパンの見通しを立てる必要がある。しかし，低所得層ほ

どこうした十分な知識と情報を持たないという情報ギャップの問題がある。また，特に低所得

層では負担感が強い。同じ 100万円のローンでも所得 400万円の者と 2,000万円のものでは，

ローンの負担感はまるで異なる。このため，特に低所得層で，将来の返済が不可能になること

を恐れて，ローンを申し込まない者が発生する。奨学金の大きな目的は，学費負担を軽減する

ことによる教育機会の拡大である。しかし，奨学金を必要とする低所得層がローンを申し込ま

ないとしたら，その役割を果たせなくなる。これがローン回避問題と呼ばれ，各国で大きな問

題となっている。この解決策として情報ギャップの減少や金融リテラシーの教育と並んで，再

びグラントの重要性が見直されてきたのである。ただし，メガトレンドは，公的負担から私的

負担への移行であり，このグラント重視が新しいメガトレンドになるとは現時点では言い難い。 
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（３）安易なコピー問題 

 一国の教育制度は，その国の教育・文化・経済・社会・政治に深く根ざしている。したがっ

て，その一部だけ取り出してコピーしたり，若干の手直しをしてその国の制度を導入すること

は大変危険である。その例を二つ挙げたい。最初の例は，政府保証民間金融機関学資ローンで

ある。この制度は元々アメリカで創設されたものであるが，2006年に韓国では韓国住宅金融公

社（KHFC）ローンとして，多くの点でアメリカモデルをコピーして設立された。これは，米

韓の国情の相違（教育観，家族観）を無視したもので，教育費負担について，教育費は学生個

人が負担すべきという個人主義のアメリカと，親が負担するべきという家族主義の韓国の相違

を十分に考慮しないものであった。そのため，2008年には政権交代に伴いあっさりと廃止され

てしまった（小林編，2012）。 

 もうひとつの例は，留学生の研究である。アメリカに留学した学生の多くが，アメリカの研

究の理論モデルを自国へ安易に適用して Ph. D論文にする例が多く見られる。これは，アメリ

カの研究者にとっては，アメリカの思考様式で作られたモデルであるから，理解がしやすく，

しかも研究者（大学教員）は留学生の国の最新情報を入手可能であるから，相互に利益がある。

しかし，アメリカのモデルがどこまで留学生の本国で適用可能か，あまり深く考えていない例

が多く見られる。「日本以外の分析のために作られた理論の学習に熱中するあまりに，その理論

枠を通じてしか日本を見られなくなる傾向の危険性」（園田，13頁）があるのである。これは，

近年アメリカだけの問題ではなく日本でも同じような事例が見られるようになった。つまり日

本に来る留学生に同じ問題が生じている。 

 この二つの例の場合，とかく「アメリカにはこのように進んでいる，しかるに日本は遅れて

いて」という形になりやすい。しかし，国際比較で，自国の特徴，強みと弱みを明確にするこ

とと，他国の事例の導入，それも部分的な導入は全く異なることである。ここでは，むしろ，

園田のいう逆欠如理論が必要なのではないか。つまり，「外国にあるものが日本にない」のを探

すのではなく，「日本にあるものは外国にもあるはずだ」（園田，17頁）というように，両者を

見ることによって，初めて一方的ではない国際比較になると思われる。 

 

（４）国際的大学評価と世界大学ランキング 

 もう一つの例として，国際的大学評価とりわけ世界大学ランキングをあげたい。世界大学ラ

ンキングが成立するためには，国別の相違を無視して，共通性を基盤にしなければならない。

しかし，そうした指標が十分に発展しているとはとてもいえない。世界大学ランキングに感じ

るうさんくささの一つの要因はここにある。しかし， 現実には，大学関係者や学生，マスコミ

など，世界大学ランキングの必要性は高い。特に留学生や研究者の海外交流の場合にはその必

要性は極めて高くなる（小林・曹・施，2007）。しかし，私自身は，大学ランキングの大学の

質の向上に果たす可能性があることを否定しないが，大学ベンチマークの方が大学にとっては

有益であると考え，その研究と実践をしてきた（小林・片山・劉，2011；劉・小林編，2011）。
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さらに，現在，東京大学国際部と大学総合教育センター共同で，日中韓大学ベンチマークプロ

ジェクトを実施している。また，文部科学省が検討をしている大学ポートレート（仮称）準備

委員会でも，大学評価や大学情報の公開の重要性を主張してきた。これらは，大学の質保証だ

けでなく，国際間の高等教育ネットワークの構築にとっても重要である（東京大学，2011；

Kobayashi & Liu（Eds.），2012など）。 

 

III 比較教育研究への示唆  

 こうした経験からいくつか比較教育研究への示唆を述べたい。 

(1)分析には，鉈とメスが必要である。鉈は広く大きく切ることができる。マクロ国際比較の真

場合には，細かな相違にこだわりすぎると大局を見失う。しかし，鉈だけではおおざっぱな比

較しかできない。比較しようとする対象に近づいて，鋭く深く切るメスも必要である。最近は

メスの方は分析手法も発達しており，切れ味もよくなっているようだが，鉈の使い手があまり

いなくなっているようだ。 

 たとえば，先にあげた，教育発展と経済成長の国際比較は，就学率と GDP という 2 つの指

標だけで比較，その他の共通性や相違は無視している。かなりおおざっぱな比較といわざるを

得ない。しかし，大きく切ることで見えてくるものがある。これに対して，メスは，狭い対象

に深く切り込むことができ，理解は深まるが，一般化は難しい。 

(2)比較研究といっても以前は，文献資料を収集してそれをまとめるものが多かった。しかし，

インターネット時代では，多くの資料は現地に行かなくても入手できる。インターネットで入

手した情報だけで，書いたような論文も見受けられる。しかし，こういう時代だからこそ，現

地調査の重要性は高まっている。どこの国でも自明視されているものは書かれない。たとえば，

アメリカでは合格者にAward letterという文書を送付する。これはその大学で生活する場合に

どの程度授業料や生活費がかかるか，それに対して，各種の奨学金や学資ローンをどの程度提

供するか，ファイナンシャル・プランを説明したものである。これは学生の進路決定に大きな

影響を与えている。しかし，アメリカではこれは自明視されているので，研究論文とか大学案

内にもほとんど登場しない。こうした情報は，現地で説明を聞いて初めてわかるものである。 

(3)自分の思考様式常識でみるとズレが生じるものは多い。たとえば，中国で高等学校と言えば，

高等教育機関のことである。日本からすれば奇妙に感じるかもしれないが，高等教育機関だか

ら高等学校という方が一貫している。同様に，中国で奨学金とはメリットベースの給付奨学金

のことをさす。ニードベースの給付奨学金は，助学金と呼ばれる。また，学資ローンは貸款と

呼ばれる。したがって，中国では貸与奨学金というのは形容矛盾になる。同じ漢字圏で，相互

に理解していると思うとかえって厄介なことになる。 

 また，日本では，標準修業年限というが，アメリカの大学院ではこうした考え方はあまりし

ないように思う。きちんと調べたわけではないので，正確なことは言えないが，単位制だから，

単位を取得するのにだいたい何年かかるという目安はあるものの，何年間で取得しなければな
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らないという規定はない場合が多いように思われる。日本で言う長期修学とか短期修学という

考え方はアメリカでは相当説明しないと理解されない。逆に，アメリカ調査から帰って文部省

の担当者にこのことを説明しようとして，かなり苦労したことがあった。日本の思考様式で見

ているのですんなり理解しがたいようだった。 

 以上，あげたことは例外が必ずあるといってもいいのが，アメリカ高等教育の特徴である多

様性であることもお断りをしておくべきだろう。日本のような画一的な制度からみると，一貫

性は取れていない。Schoolという言葉が，初中等教育の学校をさすだけではなく，大学院をさ

すし，最近では学士課程でも，日本の学部の意味で使われる。universityと collegeにしても明

確な概念上の区別はない。こうした点も理解しておかないで日本の概念に当てはめようとする

と理解しがたく混乱するだけである。 

 これに対して，日本語にあてはめようとすると対応する概念や実態がないため，カタカナ語

やアルファベットを使う場合も多い。アドミッション・オフィス（AO），ファカルティ・ディ

ベロップメント（FD），インスティチューショナル・リサーチ（IR）など典型的である。こう

した場合に日本語による類推という問題は避けられるが，それだけ多義的になり，別の意味で

混乱しやすい。比較研究の難しさの一つだろう。 

 

４． 比較教育研究の可能性 

 

最後に，近年の状況の変化からいくつか新しい比較研究の可能性をあげたい。 

  第一に，インターネットによって，海外のデータの利用可能性が飛躍的に高まったが，それ

だけでなく，高等教育関連のローデータ利用の可能性が拡大している。各国とも標準的な高等

教育データベースを構築し，利用可能にしている。むしろ，わが国では，これから大学ポート

レート（仮称）がスタートするという点で大幅に立ち後れている。アメリカの大学のローデー

タの利用可能性によって，高等教育研究は飛躍的に進歩し，膨大な研究が蓄積されている。そ

れがまた，データベースの改良に結びつくという正の好循環を生んでいる。こうしたローデー

タを利用した研究はわが国でもこれからさかんになっていくだろう。 

 これに関連して，アメリカでみられるような，大学コンソーシアムなどの結成により大学情

報交換の可能性も拡大していくと考えられる。学生調査データなどが相互に利用可能になれば，

自己の大学の学生の特徴を他の大学と比較して明らかにすることができ，質の向上につながる

と期待できる。 

 これは，さらに，大学のインスティチューショナル・リサーチ（IR）とベンチマークの可能

性の拡大を意味する。大学情報を公開したり交換するためには，自己の大学の情報を的確に把

握しなければならない。これは，当初は負担を伴うものであるが，長い目で見れば，各大学の

改革に寄与するものであることは疑いえない。 
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 比較研究がこうした新しい可能性を十分に活用することができるようになれば，新しい研究

の地平が開拓されることになろう。 
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地域研究からアプローチする豪州高等教育 

－我が国の実践課題とどう切り結ぶか－ 

 

杉本 和弘 

（東北大学） 

 

本稿では，筆者がこれまで行ってきた豪州高等教育に関する研究のプロセスを辿りつつ，地

域研究として豪州の「教育」の全体像にアプローチしようとすることと，我が国の高等教育が

抱える実践的課題への対応をどう接続していくべきかを考えたい。 

 

1．豪州高等教育に関する研究 

 

（1）豪州高等教育研究に至る経緯 

筆者は，大学院前期課程より，戦後豪州における高等教育改革に関する調査研究を開始した。

なぜ豪州なのかはしばしば筆者に向けられる問いだが，当時は将来的な展望や成果に対する確

信があってこのテーマを始めたわけでは必ずしもない。教育学部を卒業してすぐ（1990年代初

め）は日本語教師をしていた関係から，学校教育レベルでの日本語学習の盛んな豪州に関心を

抱いていたことと，それとも関連して，アジア太平洋国家として変化を続ける（特に，1970年

代以降，インドシナ難民の受け入れを契機にアジアへの関与を強める）豪州という国のあり方

やその教育に広く関心を寄せていたことが背景としてあった。 

また，当地の高等教育は，後述するように 1980 年代後半に大きな改革を経験していたにも

かかわらず，我が国においてはほとんど顧みられることなく，米国・欧州を中心としていた我

が国の高等教育研究に対し，少しでも複数の視座や厚みを加えられればとの思いもあった。 

そうした初期の関心や問題意識はある意味で極めて素朴なものであった。しかし今から振り

返ってみると，ちょうど筆者が再び大学に戻って博士前期課程（修士課程）を開始した 1994

年当時は，豪州高等教育システムの再編－すなわち，高等教育カレッジ（CAE）と大学からな

る二元的高等教育システムの一元化－が一段落し，次の課題に直面しつつあった時期に当たり，

その意味では，同改革の歴史的意義や影響とその後の方向性を展望するには良い時期であった。

実際，1980 年代後半に進められたドーキンズ改革は，後述するように，1990 年代以降におけ

る高等教育のマス化を先導する役割を果たし，その後は大学の市場化や質保証をめぐる課題が

一気に浮上するところとなった。 

筆者は，こうした経緯と状況の下，戦前期の豪州における社会変化やその中での大学の創設・

展開過程を記述し考察する作業を始め，特に戦後の高等教育システムの転換プロセスを，歴史

的・比較的な視点から研究を行っていった。そのプロセスは必ずしも順調とはいえないものだ
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ったが，最終的な成果は，修士論文を含めれば 8年弱の月日をかけて，博士学位請求論文『戦

後オーストラリアの高等教育改革研究－「システム転換」の政策分析－』としてまとめた。同

論文は，2001年 9月に名古屋大学大学院教育学研究科に提出し，その後修正や追加調査を経て

2002 年 1 月に博士号を授与された。さらに，同論文は，2003 年 12 月，日本学術振興会より

科学研究費補助金（研究成果公開促進費）の交付を受け，『戦後オーストラリアの高等教育改革

研究』として上梓した（杉本，2003）。 

 

（2）豪州高等教育の成立・発展・改革 

上記論文では，19世紀半ばに英国大学モデルに基づいて創設された豪州大学史の揺籃期から

考察を始めるとともに，戦後の高等教育における「システム転換」，すなわち 1960年代半ばに

おける二元制（大学セクターと非大学セクター）の成立と，1980年代後半における一元制への

再編，その後のマス化・市場化を同じく経験している英国の高等教育との比較考察を入れなが

ら分析を行った。豪英の動きを均等に並置してのいわゆる並置比較を行ったわけではないが，

歴史的に英国との関係性やその影響を抜きにして豪州高等教育を分析することはできず，その

歴史的特徴を明らかにするための合わせ鏡として英国高等教育を位置付けた。 

さて，1850年に創設されたシドニー大学を嚆矢とすれば，現在に至るまで，豪州高等教育は

160 年余りの歴史を有することになる。中世に始まったヨーロッパの大学の歴史とは比べるべ

くもないが，豪州における近代社会の歩みがイギリス人の入植によって始まったのが 18 世紀

末であったことを考えれば，社会制度としての大学の歴史は短くない。 

 

図表１ 豪州高等教育システムの展開（4つの時代区分） 

 

豪州高等教育の発展プロセスは，当初の 19 世紀植民地社会における実利主義的関心と大学

への無関心を背景に困難な取組みとして開始された。他方，戦後のそれは基本的に大学をはじ

めとする機関数とそこで学ぶ学生数の増加として描くことができる。ただそれは，「大学」とい

う単一の機関類型によるリニアな発展ではなく，非大学型高等教育の創設と拡大を含む多様な
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アプローチのなかで実現してきたものであった。そうした高等教育システムの発展プロセスを，

いくつかの歴史上のメルクマールに基づいて区分分けを試みたのが図表 1 である（同表は

Sugimoto，2012に基づく）。もちろん，高等教育の展開を単純な発展史観に倣って拡大プロセ

スとしてのみ描くことには問題もあり，特に量的発展には還元できない質的変容を見誤る危険

性もある。しかし，大きく豪州高等教育の流れを捕捉する上で一つの指針としては有益であろ

う。実際，こうした整理の仕方は意外にも豪州の高等教育研究者が明示的に行うことはあまり

なく，豪州の高等教育史を理解する上で一定の意義を有していると理解している 1)。 

ところで，こうした歴史的展開と 1980年代後半のシステム改革を経た 90年代以降の豪州高

等教育にとっての政策課題は，大きく①市場化，②質保証，③グローバル化の三つにまとめる

ことができ，上記博士論文をまとめた後の研究テーマは自ずとそうした改革後の課題を扱うこ

とになった。それは，後述するように，我が国の高等教育においても 1990 年代以降，政府主

導による規制緩和と質保証強化への動きが活発化し，政策・実践の両面において海外の先行事

例への関心が高まったことが強く影響していた。 

豪州高等教育における市場化は，1990年代以降，一元化した大学間における研究助成をめぐ

る競争や留学生・国内学生の獲得競争として顕在化した。もとより「大学」という同一類型へ

のシステム一元化は，一見多様化とは逆行する変化ではあるが，その豪州高等教育システムに

おいては，マス化に対応し得る多様性を担保する方法として市場化が推進されてきた。といっ

ても，大学の推進するあらゆる活動に競争原理が均等に導入されたわけではなく，特に研究助

成と留学生の獲得をめぐって局所的に大学間競争が激しさを増したというほうが実態を反映し

ている。 

また，システムの一元化がもたらした高等教育の量的拡大やそこでの機関間競争の推進によ

って，質保証強化の必要性が広く認識されるところとなった。1990年代以降，連邦政府主導で

システム・レベルにおける質保証の強化に向けて試行錯誤がなされた後，2000年の豪州大学質

保証機構（Australian Universities Quality Agency: AUQA）の設置を契機に，各機関レベル

における質保証メカニズムの有効性を問うオーディット型評価の構築と運用がなされてきた

（杉本 2009）。これは，自己認証機関（self-accrediting institutions）として位置づけられて

いる豪州大学の自律性と責任に基づく質保証を志向するものであり，各機関の取組みを尊重す

る外部質保証として機能していた。しかし，2008年のブラッドリー・レビューでの提言を受け，

2012 年には AUQA に代わる新しい第三者評価機関として高等教育質水準機構（Tertiary 

Education Quality and Standards Agency: TEQSA）が設立されており，その名称が示すよう

に，より水準を重視した質保証体制への転換が図られているところである。 

こうして，過去 20 年余りで豪州高等教育は多くの側面で変化をしてきたが，そこには高等

教育のグローバル化が急速に進んだことが大きく影響していた。とりわけ豪州は，グローバル

な高等教育市場における主要なアクターとして自国の高等教育サービスの輸出に積極的な姿勢

を示し，世界貿易機関（WTO）の「サービス貿易に関する一般協定（GATS）」においても教
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育の自由貿易化を強力に推進してきた。こうした豪州における高等教育のグローバル化は，上

記の市場化や質保証の課題と密接に相互作用しつつ展開されてきた取組みである。豪州の大学

が 1990 年代後半以降，いわゆるトランスナショナル高等教育を展開し，国内キャンパスにお

ける留学生の積極的獲得だけでなく，アジア諸国を中心にブランチ・キャンパス（分校）やト

ゥイニング・プログラムの設置を進めた背景には，連邦政府による高等教育予算の削減が動因

となって，高等教育市場の中で自らの収入減を確保しようとする各大学の思惑が強く作用して

いた。しかしそれは同時に，海外における豪州高等教育に対する名声と質を維持させるための

厳格な質保証システムの構築を要請することとなった。高等教育のグローバル化は，政府や大

学自身が高等教育の質保証や改善に強い関心を寄せる明確なインセンティブとして影響を及ぼ

してきたといえる（杉本，2012b）。 

 

2．地域研究としての豪州「教育」研究 

 

（1）地域研究（area studies）とは 

さて，こうして豪州高等教育を対象に研究を進めてきたわけだが，近年はより広い視野から

対象にアプローチしていく必要性を認識してもいる。それは，「地域研究」の観点から豪州の「教

育」全体をいかに把握し理解を深めるかという課題である。 

それでは，地域研究（area studies）とは何か。 

この言葉は「アメリカの対外政策，つまり第二次世界大戦中の交戦相手国研究」を起源とす

るが，戦後，研究のアプローチとして発展するなかで「ある特定のディシプリンとして位置づ

けられるというより，ディシプリンを縦断し，それらを包括するような学際的かつ総合的性質

をもつ」ようになった。また地域研究が対象とする「地域」は，国よりも広い文化圏や言語圏，

また国よりも小さい村等の単位も指すといったように柔軟な使われ方がなされている（日本比

較教育学会編，2012，265-266 頁）。その意味で，地域研究には，既存の多様なディプリンの

手法や成果を踏まえつつ，（国として，地理的空間として，文化圏として）「地域の人間集団が

作りだす政治・経済・社会・文化の全体系を総合的・包括的に把握（理解）すること」（馬越，

2007，50 頁）が求められる。具体的な研究手法としては，現地の言葉の習得と，それを用い

たインタビュー・参与観察・質問紙調査によって現地でのデータ・資料収集を行う，「地域」に

おけるフィールドワークが中心となる。それによって，当該地域において「ある特定の文化的・

社会的文脈の中で営まれる学校教育と学校教育以外の多様な教育事象を重層的に捉える」こと

が可能となるのであり（日本比較教育学会編，2012，267 頁），その意味において，地域研究

の強みは「フィールドワークを通じて獲得したデータにものを言わせて，既存の定説・常識に

挑戦すること」（馬越，2007，54頁）にあるといえる。言い換えれば，地域研究は既存ディシ

プリンを援用しつつ，当該地域で営まれる教育の全体像の把握とその意味理解を進め，そこで

得られた成果を既存ディシプリンに還元していくことに独自の役割を有していると考えること
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ができる。 

 

（2）horizontalにつなぐ 

上記で定義されるような，総合的かつ包括的な「地域研究」には依然として及ばないものの，

筆者の高等教育研究も，豪州の高等教育自体の広がりに着目し考察することを目指している。

そのために必要だと認識しているのが，高等教育（ここでは，特に大学が提供する教育）の関

連領域や近接テーマを研究対象に含んで水平的（horizontal）につなぐことで教育事象の広が

りを把握すると同時に，そこから相対的に大学教育の特徴や変化を明らかにしようとすること

である。 

そのために取り組んできた一つが，非大学型高等教育機関の質保証及び教育課程編成に関す

る研究である。先述の通り，90年代以降，大学をめぐる質保証のありようが大きく変動してき

たが，それと並行して，高等職業教育においては州政府及び連邦政府がともに関与する形で質

保証システムが構築・運営されてきた経緯がある。高等教育レベルの職業教育訓練（VET）は，

各州政府が設置する TAFE（Technical and Further Education，技術継続教育機関），私立機

関（private VET providers），さらには二元制大学（a dual-sector university）2)内のTAFE部

門によって提供され，そこで提供される教育の質保証については継続的に見直しが行われてき

た。特に，従来は主として州政府による管轄下に置かれてきたVETセクターの質保証に関し，

近年連邦政府が主導して全国レベルで統一的な要綱（トレーニング・パッケージ）が作成され，

登録職業教育機関（Registered Training Organisations: RTOs）3)においてそれに基づくカリ

キュラム編成が進められている（杉本，2011b）。こうした VET セクターの質保証は規制色が

強く，各機関の自律性を尊重する形で行われてきた高等教育セクター（大学）のそれとは基本

的に異なる性格のものではあるが，前述の通り，2012年に高等教育に対する新たな第三者評価

機関として TEQSAが設置され，一部で職業教育の質保証アプローチへの接近がみられる（た

だより正確に言えば，依然として TEQSAの活動が限られており，現時点での判断はなかなか

難しい。詳細な解明は今後の課題である）。このことが示すように，非大学型高等教育における

政策や実践の研究を広く視野に入れると，大学を中心とする高等教育とは何なのか，その独自

性はどこで担保され得るのかを明らかにすることにつながっていく可能性がある。 

同様の趣旨で，筆者は，大学を中心とする高等教育の新たなトレンドとして，1990年代以降

の国際教育と移民政策の関係性（杉本，2011a）やトランスナショナル高等教育の動向と質保

証の課題（杉本，2012b），高等教育におけるラーニングアウトカムへの関心の高まりと取組み

（杉本，2009c 等）といった側面にも注目してきた。これらのテーマにおいては，豪州高等教

育のさらなる広がりとそれに伴って生じつつある新たな課題について考察することが目的であ

った。 

このように，豪州の高等教育を職業教育も含めた水平的に拡大した枠組みの中で把握するこ

とで，大学という比較的均質な機関と実践からなる（と見なされがちな）高等教育の多様な広
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がり方に迫ることができると考えている。 

 

（3）verticalにつなぐ 

水平的な作業と同時に重要なのは，高等教育以外の教育セクターや，高等教育以降の社会と

の関係性に着目し，考察を深めることである。それは上記との対照でいえば，垂直的な関係性

の中に高等教育を位置づけることだといえる。 

そのための作業として必要となるのが学校教育との接続について整理し分析することである。

従来，一国の高等教育は国民形成機能を担ってきた学校教育の後にいかなる人材育成を行うの

かが問われてきたのであり，高等教育の入口段階でどのような知識・技能を備えた学生が入学

してくるのかは高等教育に求められる教育機能の実態を規定することになる。近年はグローバ

ル化の影響が教育全体に及ぶようになっているが，その点においてもやはり学校教育の機能変

容が高等教育に与える影響，あるいはその逆の影響関係についても考察していく必要がある。 

そうした観点から，義務教育の機能変容と弾力化に関する研究に関わったことは得るものが

多かった。豪州における義務教育制度について，歴史的成立過程を踏まえた上で，近年生じて

いる変化として，「標準化」としてのナショナル・カリキュラム及び全国学力調査による教育内

容の全国共通化と，「弾力化」としての独立学校やオルタナティブ・スクールの増加の二つのベ

クトルで考察した（杉本，2008）。また，豪州教育の専門家として，学校教育内のミクロな制

度（例えば，原級留置や飛び級）や大学入試システムについての情報提供を依頼されることも

あり，そのことが結果的に高等教育のありようを別の新しい視点から捉え直す機会につながっ

ている。 

さらに，現在は人の国際移動と多文化社会における教育の変容に関する日本比較教育学会の

研究プロジェクト（研究代表者：杉村美紀上智大学准教授）にも関わっており，グローバル化

の中で国境を越える人々が教育のあり方をどう変えつつあるのかについて調査研究を進めてい

る。このテーマにおいても，グローバル化がもたらす影響として高等教育に限定せずに広く豪

州の教育全体の変容を射程に入れて考察する必要があり，その困難さは措いても，高等教育セ

クターと他セクターとの関係性を垂直的に捉えることに貢献する点で有意義であると考えてい

る。 

他方で，高等教育の出口段階，つまりは教育から労働市場への移行問題について考察するこ

とが，近年高等教育に求められる社会的な期待を明らかにする一方，ラーニングアウトカムを

めぐる教育現場の実践課題について再考するのに有効である。そうした点からは，これまでに

高等教育（第三段階教育－つまり，いわゆる大学教育に高等職業教育を含めた中等後教育全体）

と職業との関係性（杉本，2011c）や，社会的包摂政策の一環としても重要性を増す，若者に

対する教育・職業訓練の機会保障政策について考察をしてきた（杉本，2012c）。現在の労働党

政権は，2009年に「全国教育協定（National Education Agreement: NEA）」を締結して，20-24 

歳の 12 年生（もしくはCertificateⅡ）修了比率を 2015 年までに 90％に向上させることを政
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策目標としており，その政策的文脈の中で若者の教育・職業訓練への参加促進を目的とした「若

年オーストラリア人との契約（Compact with Young Australians）」による若年者政策が進め

られている。この政策的視点に立つとき，学校教育及び労働市場との連関のなかで高等教育を

捉える必要性がより一層明らかとなる。 

以上でみてきた高等教育をめぐる水平的・垂直的連関を図示すれば，図表 2のようになろう。

ここに示される高等教育像は，より上位のシステムである政治・経済・文化の影響を受けなが

ら生成されているだけでなく，新たな社会変化や社会的要請の中でこれまでとは異なる対応を

求められ，他の教育セクターや社会（労働市場）との関係性のなかで規定されている。そこに

は単純で一方的な因果関係というより，相互に影響し合う複雑でダイナミックな関係性が看取

される。それゆえその解明は容易ではない。しかし，地域研究という視点から高等教育にアプ

ローチするとは，社会的背景要因と教育全体の中に高等教育を位置づけて総合的に把握しよう

とする取組みに他ならない。手間はかかるが避けて通ることはできない。 

 

図表２ 豪州高等教育をめぐる水平的・垂直的連関 

 

 

3．日本における実践的な高等教育課題への対応 

 

（1）日本の高等教育が抱える実践的課題 

こうして豪州高等教育に総合的にアプローチしていくことで，比較教育学研究や高等教育研

究に新たな知見を提供し得るという点で学術的な意義はある。しかしそれは他方で，過去 20

年ほどの間に我が国の高等教育にますます求められるようになった実践的課題にいかに貢献し

得るだろうか。 

ここでいう実践的課題とは，我が国の高等教育において内在的・外在的に生成されてきたも

のであり，多岐にわたる取組みが包摂される。すなわち，学士課程教育の構築，大学院教育の

実質化，学位プログラムにおける体系的・組織的教育の提供，修得すべきアウトカムの明確な
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提示，FD・SD（専門性開発）の活性化，日本の状況に即した大学教育人材育成プログラムの

開発（PFFP，大学教育マネジメントプログラム等），ガバナンス・教学マネジメント（IRを含

む）の強化，教育を含む大学諸活動の質保証，質向上を支える機関レベルの内部構造改革とい

った課題群である。確かに，我が国の高等教育が国際的なプレゼンスを高めるとともに，実際

に有為な人材の輩出を実現する上でいずれも重要なテーマである。近年こうした具体的課題の

登場が，その解やヒントを求めて豪州を含む海外の大学や高等教育に対する高等教育研究者・

実践者の関心を高めている。 

すでに述べたように，筆者の目指すところは豪州高等教育を総合的に明らかにすることであ

り，必ずしも直接的な（時に，目先の）課題解決を目指すものではないが，多くの大学に設置

された「大学教育開発」「教育開発」「教育企画」等の名を冠した部門に籍を置く研究者・実践

者が日々直面する課題としての切実さを考えると，無下に一蹴できるものではない。同時に，

政策的にもガバナンスの強化や教学マネジメントの構築が課題として推進されようとするなか，

各大学で経営やマネジメントの役割を担う管理職にかかる実践面での負荷を増しており，そこ

への貢献も求められているというのが現状である。こうした背景を踏まえるとき，比較教育学

研究者として豪州高等教育を研究する筆者が，高等教育の現場にいかなるスタンスで貢献でき

るかは，愚直に真正面から考えてみる価値のある問いであると感じる。 

 

（2）実践的課題としての「内部質保証」 

以上のような問題意識を背景に置きつつ，過去数年，大学教育における「内部質保証」に関

する国際比較研究を進めており，2010年度から科研費（基盤B）で「大学における内部質保証

システムの再構築と効果的運用に関する国際比較研究」を実施してきた。 

周知のとおり，これまでに認証評価，国立大学法人評価，JABEE 等の分野別評価等，複数

の外部評価システムが導入され機能してきている。しかし現在，我が国における課題はいかに

機関レベルにおける質保証を実質化するかである。OECDによる我が国の高等教育に関するレ

ビュー報告書も，「機関が質保証に主体的に責任を負っているという証拠が見られ」ないとし，

「日本の高等教育の質保証のかなりの部分が学外からの推進力や学外からの操縦によって成立

している」と指摘する（OECD，2009，116頁）。 

OECDの指摘は，大学や評価機関等で評価に関わる機会に恵まれた筆者が感じていた課題と

一致するものであり，そうした現場における実践課題に架橋し得るテーマとして構想したのが

上記の研究課題である。同研究においては，質保証システムの整備に先進的に取り組んできた

米国・英国・豪州・欧州の取組事例の分析を通して，機関レベルにおける質保証システムの構

造と機能を考察している。具体的には，海外大学においてどのような学内システムを機能させ

ることで｢教育」質保証の実現を図っているか，機関内部のいかなる組織がいかに機能的に連携

しているのかを明らかにすることを目標とし，それと同時に日本の大学ではどのような取組が

進んでいるのかについて調査を進めることで，我が国の大学としてどのような内部質保証シス
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テムが再構築できるのかを明らかにしようとしている。 

内部質保証を構築しようとする場合，ポイントとなるのは，特にアングロサクソン諸国（米

英豪）の大学がそうであるように，質の保証及び改善を担うという点で明示的な役割を有する

組織が連携し合いながら機能させられるかという点である。各大学内に教育プログラムのレビ

ューや各部局の評価を行う委員会，それに必要なデータ収集・提供を行う IR 組織，教育開発

を担う FD 組織等から構成される全学レベルの質保証システムが機能している。また，多様な

ステークホルダーの参加にも積極的に取り組まれており，学生の参加に加え，英国の学外試験

員制度に見られるような外部の視点の導入がなされている。ただ，こうした諸要素が有機的に

働く上では，外部質保証のありようや大学ガバナンス（システム・レベル，機関レベル）の整

備状況が影響するため，部分的要素でしかない組織や職員の整備・配置を模倣的に行えばよい

というほど単純な話ではない。各国・各機関における文脈によって教育質保証システムは一様

な現れ方をしていない（杉本他，2011）。 

その意味では，最終的には各機関レベルにおける組織間やアクター間でのコミュニケーショ

ンを含めた関係性を捉えながら，機関内の組織構造とその機能を全体的に把握する必要がある。

そのための第一歩として，筆者は現在，特に豪州の大学において教育の内部質保証を支えるア

カデミック・ボード（academic board）の機能について調査研究を進めている。アカデミック・

ボードは，基本的に，最高意思決定機関であるカウンシル（セネト）の下位（常任委員会）に

置かれ，大学の行う教育・研究活動に関する質保証を担う主要組織として機能している。通常，

上級管理職，教員，職員，学生等メンバー50 名程度で構成されている。その所掌範囲は広く，

学問の自由（academic freedom），学問的誠実性（academic integrity），評価，入学許可，研

究遂行を含む学術活動の質を保証する責任も有する（NCCABS ，2005， 3頁）。 

こうした教育・研究の質保証を担う中央組織が存在し機能することは，伝統的に学部・学科

分権型の構造を有する日本の大学からみるとき，中央集権型による内部質保証の可能性にのみ

目が行きがちである。しかし，豪州の大学においても，アカデミック・ボードが有する実質的

機能については懐疑や懸念を指摘する声も少なくない。例えば，「無視された組織」（Moodie， 

2004），意思決定に影響を与えない「影の薄い同僚制」（Marginson & Considine, 2000，116

頁），「表象」としての質保証機能（Mather，2011）といった表現がなされている。すなわち，

アカデミック・ボードの可能性と限界を十分に踏まえた上で，なおかつ他の内部組織との関係

性のなかで内部質保証の機能の実態に迫っていく必要性がある。すでに述べた通り，グローバ

ル化が進む高等教育市場において主要なアクターとしてプレゼンスを高める豪州の各大学が，

その質を担保できているとすれば，何が重要な要素として効いているのかを各大学の個別の文

脈に配慮した調査研究がさらに必要である。 
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4．まとめにかえて 

 

本稿では，筆者がこれまで行ってきた豪州高等教育に関する研究を振り返り，比較教育学研

究者として対象にいかにアプローチするのかについて，豪州の教育的営みの中から高等教育を

総合的・包括的に把握しようとする地域研究のアプローチの重要性を指摘した。 

筆者が豪州の高等教育政策や改革について研究を始めた頃には予想していなかったことだが，

近年我が国の高等教育における実践的課題の解決要請が高まるなかで，時に，いわば「学ばれ

る豪州高等教育」としての関心の高まりがみられる。その結果として，豪州を研究対象とする

筆者にも情報提供者としての役割を期待されることも多い。そのこと自体は豪州を見続けてき

た者として研究者冥利に尽きる。 

しかしそこにはジレンマもある。我が国の政策上，実践上の課題を前提に豪州を見るとき，

我々はつい「いま必要としているもの」だけに視線を向けがちになる。しかし，その時目に映

っているものはあくまで全体の中で機能し得ているがゆえに輝いて見えるにすぎない。そのこ

とは，文脈を離れて「要素」や「部品」のみを切り出してしまうことの危険性を意味している。

単純な教育借用を避けるためには，複眼的視座で全体像を捉えた上で－少なくとも，そこに近

づいた上で－部分に向かおうとする姿勢が必要である。 

比較教育学研究者としては，単なる外国事情の記述や外国教育研究を越えたレベルを獲得し，

高等教育研究にも貢献し得る立場でありたいと思う。本稿で述べた地域研究を重視した豪州高

等教育の研究を目指すことは，そのために必要な，長く続くであろう模索の礎であると位置づ

けている。 

 

【注】 

 

1) この点は，2012年 3月 8日にメルボルン大学高等教育研究センターで行ったセミナーでの

議論に基づく。 

2) 二元制大学とは，一機関内に大学レベルの学位・資格が取得可能なプログラムを提供する大

学部門と，VETプログラムを提供する TAFE部門を有する大学である。現在，ヴィクトリ

ア州に 4大学（RMIT大学，ヴィクトリア大学，スウィンバーン工科大学，バララット大学），

北部準州に 1大学（チャールズ・ダーウィン大学）が存在する。 

3) RTOsとは，各州（準州）に置かれた機関登録担当局の認証を受け，職業教育訓練機関とし

て登録された教育機関のことを指す。このことが端的に示すように，従来は各州の規制下で

職業教育の質保証がなされていたが，2011年 3月成立の「2011年国家職業教育訓練規制法

（National Vocational Education and Training Regulator Act 2011）」によって豪州技能質

保証機構（Australian Skills Quality Authority: ASQA）が設置され，連邦政府による職業
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教育への全国統一的な規制（質保証）が機能し始めている。詳細は紙幅の関係から別稿での

考察に譲りたい。 
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